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Radioactive Waste Management and Nuclear Facility De com mis sion ing 
Technology Center （RANDEC） has contributed to the establishment of 
decommissioning technology, and pro mot ed the investigation on radwaste 
treatment and disposal business in clud ing site selection of disposal places 
for radwaste from nuclear fuel facilities, research reactors etc..

The capability and service of RANDEC are ;

to implement decommissioning research, development 
and investigation.

to provide technical information on de com mis sion ing.

to train for decommissioning.

to investigate radwaste treatment and disposal busi ness 
in clud ing site selection of disposal place for radwaste 
from nuclear fuel facilities, research reactors etc..

to inform and enlighten the public about de com mis sion-
 ing and radwaste treatment and disposal busi ness.

������は�原子力施設のデコミッショニング
�廃止措置�技術の確立をめざした活動及び研究施設等
廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に関する調査
等を行っています�

事業の内容

デコミッショニングに関する試験研究�調査を行います�

デコミッショニングに関する技術�情報を提供します�

デコミッショニングに関する人材を養成します�

研究施設等廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に
関する調査等を行います�

デコミッショニング及び研究施設等廃棄物の処分地の
立地等処理処分事業に関する普及啓発活動をします�
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廃止措置に向け、技術を結集しよう

　昨年３月１１日に発生した東日本大震災により、東京電力福島第一原子力発電所で過酷事故が起こり、放
出された放射性物質の影響は全国的な規模に広がりました。未だ福島事故で避難を余儀なくされている
方々に、衷心よりお見舞い申し上げます。この事故の影響により、潜在的であった国民の原子力に対する
不安が一挙に顕在化し、脱原子力という主張に結びつき、再生可能エネルギーに期待する流れとなっています。
　エネルギーは国民の生活基盤を支える根幹であり、多くの国々がエネルギー政策を最も重要な政策の一
つと位置づけております。このため、エネルギーの殆どを海外に依存する日本では、総合的なエネルギー
政策を展開することが求められます。近年、地球温暖化への強い関心から世界の先陣を切って低炭素社会
への取り組みを宣言し、二酸化炭素を排出しない原子力発電の比率を大幅に上げるとしていました。しか
しながら、福島事故後は、エネルギー及び原子力政策を一から見直すということで、現在国において議論
が進められております。近々、これらの政策の方向性が示されるものと思います。
　原子力政策がどのような方向になろうと、今後確実に実施しなければならない事項があります。
　一つ目は、福島第一原子力発電所の廃炉に向けての着実な作業の推進です。この場合の廃止措置は、通
常考えられてきた条件とは全く違い、作業環境が高線量下であるだけではなく、がれき等の散乱で作業を
阻まれる狭隘なスペースという劣悪な条件で行わなければなりません。従来の想定を逸脱した条件である
ことを念頭に置けば、手戻りのない作業を前提に十分な検討・確認を行い、安全を最優先に実作業に移っ
ていく必要があると思います。そのためにも、関係方面の技術者の叡智を結集して、可能な限り実環境を
模擬した条件で開発した設備・機器の実証、作業手順の確認等を行い、福島第一原子力発電所の廃止措置
に反映して行く必要があります。このような対応を効率的に行うためには、類似した環境があり、施設の
廃止措置の実績も多い日本原子力研究開発機構等の施設を活用した廃止措置の実証が有効と考えます。
　二つ目は、老朽化した原子力発電所の廃止措置の計画的な展開です。原子力発電所の寿命を４０年間とす
れば、１０年以内に新たに２０基近くの原子力発電所が廃止措置の対象となる可能性があります。これらの廃
止措置は、複数基同時並行して順次進めていくことになり、安全を最優先に廃止措置の効率化・合理化を
考慮に入れる必要があります。１１０万KW級の原子炉の廃止措置費用は、総合資源エネルギー調査会電気
事業分科会で約５００億円／基と試算しておりますが、実際にはそれ以上かかるとも言われています。この
ため、廃止措置コストを十分に意識しながら、福島第一原子力発電所の廃炉の成果も反映し、関係者の叡
智を結集した技術を模擬環境で十分にモックアップして、実環境に適用していくというステップがもっと
も効率的な手順となります。
　これら原子炉の廃止措置に加え、発生する放射性廃棄物の処理処分もあります。この共通技術も各組織
において地道に技術開発が行われてきていますが、さらに技術力を結集することで、効率的・効果的な開
発が図られていくものと思います。また、福島第一原子力発電所の廃炉は長期間に渡ることが予想されて
おり、今後進めていくためにも継続的な人材育成が重要となります。このような状況であるからこそ、研
究者・技術者に魅力のある技術開発を示して行く必要があります。廃止措置や放射性廃棄物の処理処分は、
原子力発電所の役目を果たす上でこれまで以上に重要な位置付けとなります。
　日本では、しばらくこのような環境で、世界に先駆けて廃止措置に関する各種技術開発、それを用いた
作業経験を積むことになります。これらの貴重な情報を集約し、今後続く廃止措置に対し日本だけではな
く世界に向け、情報を発信していくことが重要と思います。そのためにも、まずは早急に関係者による技
術力の結集が必要ではないでしょうか。

部門長　長谷川　信
日本原子力研究開発機構　バックエンド推進部門



１．はじめに

　大学・民間の研究施設等低レベル放射性廃棄物
（以下、���と略記）は、１９５０年代から多くの大
学・民間研究施設等において発生してきた。これ
らの施設は都市部を含め日本全国に点在し、その
廃棄物は長期にわたり保管されている状況であ
り、早急かつ確実な処分事業実施への社会的要請
が強い。������では平成１３年度以降、廃棄物

埋設施設の立地調査や海外事業調査を行なう一
方、平成１７年度からは文科省等の依頼を受けて大
学民間等が保有する廃棄物量の把握、および廃棄
物の集荷・保管方法の調査検討を行なってきた。
　平成２０年に、日本原子力研究開発機構法の一部が
改正され、文部科学省から「埋設処分業務の実施に
関する基本方針」も示された。������において
も平成２０年度からあらためて物流システム事業化
調査を実施し、平成２３年１月には主な発生事業者で
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デコミッショニング技報　第４６号（２０１２年９月）

＊１：（財）原子力研究バックエンド推進センター　物流システム事業準備室　設備準備部
　　　（���������	
���
�
������
�
������������������	�	
�����
��	��	
�	��������
�������	
��）

　これまで������は、日本各地の大学・民間等の研究施設等から発生する低レベル放射性廃棄物につい
て、埋設処分に必要な前処理を実施する物流システム事業を検討し準備してきた。事業化準備ステージの
３年間（平成２０～２２年度）で、処理設備については基本設備の概念設計を実施し、平成２３年度からは事業
準備にステージアップして活動している。
　概念設計時には除染に係わる設備を課題と認識し、オプション設備としていた。今回ウラン廃棄物の除
染について技術検討を行い、このオプション設備に適用できる方法を選定すると同時に、関連する設備の
課題を明らかにした。
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物流システム処理施設におけるウラン廃棄物の除染について

Decontamination of uranium bearing waste
in waste treatment facilities of LLW

Takeyasu AKIYAMA
＊１

秋山　武康＊１



構成される大学民間等発生事業者連絡会議にて、
「������を物流システム事業の実施主体とする
ことが適切」と認められ、平成２３年度から物流シス
テム事業準備にステージアップして進めている。
　本報では、事業化調査に於ける物流システム概
念設計で課題になっていたオプション設備に関し
て、ウラン廃棄物の除染技術について検討した結
果を中心に報告する。

２．物流システム事業の状況

２．１　これまでの経緯
（１）処理対象廃棄物の調査
　低レベル放射性廃棄物の埋設処分に向けた基
礎データとするため、平成１８年度と平成２２年度
の２回、依頼を受けて廃棄物の種類、核種と放
射能濃度区分、物量などのアンケート調査を実
施し、集計している。

（２）物流システム事業化調査
　平成２０年度から平成２２年度までの３年間、主
要廃棄物発生事業者の支援を受けて、物流シス
テム事業化調査を実施し、廃棄物処理設備につい
ては基本設備の概念設計を実施した。（Table 1）

（３）物流システム事業準備
　事業準備期間の実施計画をTable 2に示す。
処理設備については、継続的な設備の合理化、
オプション設備の検討などを実施している。

２．２　処理対象廃棄物の概要
　大学民間等廃棄物は種類も多いと予想され、そ
の発生事業所規模も少量から比較的大量にまで多
岐にわたる。そこで廃棄物の内容を把握すること
が重要であり、近年２回調査を行っている。
（１）大学民間等廃棄物の量と核種区分
　平成６０年度までに発生する処理対象となる低
レベル放射性廃棄物（原子力機構での処理相当
分を除く）は、６．７万本（２００�ドラム缶換算、
以下同じ）となり、その埋設処分区分をFig.1に
示すが、トレンチ処分相当が全体の９７％である。
そのトレンチ処分相当廃棄物の核種区分はウラン
廃棄物が全体の約７割であり、他に研究炉等か
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Table 1  Outline of feasibility study

Table 2  Business plan preparation period

Fig.2  Volume of waste of respective nuclides groups

Fig.1  Volume of waste about pit and trench disposal



らのβγ廃棄物、��混合物などがある。（Fig.2）
（２）ウラン廃棄物の種類
　処理対象廃棄物の７割を占めるウラン廃棄物
の種類内訳は、コンクリート類が４５％、金属類
が２６％である。（Fig.3）

２．３　処理委託意思確認調査
　平成２３年秋に１１２の発生事業所に������への
廃棄物処理委託について調査を行った結果を
Table 3に示す、９８事業所から回答を得た（回答率
８７．５％）。その内６７事業所が処理委託意志を表明
し、さらに立地とか処理コストなどの条件が整え
ば委託する可能性のある事業所が６となった。
　これら７３事業所の処理対象廃棄物は、２００�ド
ラム缶換算で７．１万本（概念設計仕様の６％増）と
なり、想定していた物量の廃棄物が廃棄物発生者

から������の物流システム事業に委託される
見通しが得られた。

２．４　物流システム事業のスケジュール
　現在の物流システム事業準備では、事業開始へ
の一環として、������では財団法人から新公
益法人化への準備を進めている。操業に向けたス
ケジュールをTeble 4に示す。立地の決定を受け
て、基本設計・事業許可申請準備、詳細設計・各
社との契約、そして施設建設後に、操業開始にな
る。（ただし諸般の事情により立地決定が遅れて
いるため、調整の可能性がある。）

３．処理設備（基本設備）の概要

　アンケート集計結果の処理対象低レベル放射性
廃棄物の種類と物量に対して、物流システムの概
念設計を実施した１）。

３．１　設備仕様
　物流システムの全体枠組みをFig.4に示す。物
流システムは、処理対象廃棄物の総量はドラム缶
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Fig.3  Volume of waste properties in uranium bearing waste

Table 3  Confirmation results of intention to outsource 
processing to RANDEC

Table 4  Schedule until start of operation

Fig.4  Treatment and disposal of LLW from research facilities



６．７万本相当を集荷・輸送し、保管する。この廃棄
物を３０年かけて分別・減容・成型・廃棄体化処理
をし、埋設処分場に出荷する。
　設備の仕様概要は、廃棄物及び廃棄体の保管能
力３万本、年間処理能力約２千本である。

３．２　物流システム基本設備のフロー
　概念設計を実施したのは、倉庫、開梱分別工程、
焼却工程、充填・固化・廃棄体化工程、測定、排
ガス・廃水処理等の基本設備であり、そのブロッ
クフローをFig.5に示す。

　設計に当たっては、全品開梱分別を基本方針と
し、設備選定基準は現状処理技術の中から、主に
国内原子力発電所で合理性が確認された処理技術
とし、選定した。また随時設備の効率化、運転性
の検討を行い、設備の改善を行っている。

３．３　オプション設備
　概念設計範囲に含まれていないが、追加するこ
とによって全体として廃棄物の処理・処分を合理
化できる可能性のある設備をオプション設備と
し、物流システムへの取り込みについては今後の
課題とした。
（�）ウラン除染・回収設備
（�）クリアランス検認設備
（�）金属溶融設備（ウラン溶融除染含む）

４．ウラン除染・回収技術の検討条件

　ウラン廃棄物を除染することにより、埋設処分

場への負荷の低減、除染済み廃棄物の有効利用、
埋設処分できない廃棄物への対応可能性などが期
待できること、またオプション設備としての課題
解決を図れることもあり、ウラン廃棄物の除染を
検討することにした。

４．１　除染対象の廃棄物
　処理対象全廃棄物に対して、金属類ウラン廃棄
物が２割弱、さらに、コンクリート類ウラン廃棄
物を合わすと約５割になる。
　量の多い不燃のウラン廃棄物を除染対象とし、
その中でも除染技術の検討例が多く、クリアラン
スレベルが確定している金属類を第一ターゲット
とした。

４．２　法的規制値
（１）埋設処分規制値
　　現在定められていない。
（２）クリアランスレベル
　文部科学省令第四十九号（平成２３年２月）「試
験研究の用に供する原子炉等に係る放射能濃度
についての確認等に関する規則」別表に「使用
者が核燃料物質（ウラン及びその化合物に限
る。）又は当該核燃料物質によって汚染された物
を取り扱う使用施設等において用いた資材その
他の物であって金属くず」として、規定された。
その別表をTeble 5に示す。
　なお、コンクリート類はまだ規定されていない。

４．３　目標とする除染レベル
　除染目的を考えると、以下の２種の除染レベル
が考えられる。
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Fig.5  Process flow about treatment process

Table 5  Clearance levels of uranium waste



（１）埋設処分規制値以下
　規制値上限が未決定のため、例えば規制値が
厳しく埋設処分対象のウラン廃棄物量が激減す
る可能性への対応となる。

（２）クリアランスレベル以下
　クリアランス検認を受け、埋設処分される放
射性廃棄物の量を少なくできる。

　埋設処分値が極端に厳しくなることへの対応は
当面検討外とし、埋設処分場への負荷軽減やコス
トメリットへの期待を考え、クリアランスレベル
以下への除染を検討することとした。

４．４　ウラン除染・回収プロセスの選定方針
　物流システム処理施設の目的に鑑み、以下を評
価選定する。
（１）クリアランス検認を満たす除染レベル
（２）技術的に確立されたプロセス
　������の物流システム諸施設備は、大学・
民間から発生した低レベル放射性廃棄物を埋設
処分する廃棄体にすることが一義的な目的とで
あり、そのため安定的に稼働できることが重要
であり、開発要素の少なく技術的に確立された
プロセスが望ましい。

（３）埋設処分費を越えない処理単価
　クリアランス以下に除染できるめどが立って
も、発生者からの処理希望がなければ、処理設
備に追加する意味がない。少なくとも埋設処分
費に比べて妥当なコストに収まる必要がある。

（４）除染に伴う副生物の発生が少ない
　ウラン廃棄物からの除染ができても、除染工
程で副生物（＝新たな放射性廃棄物）が多く発
生すると、全体として除染をした効果が大きく
低下する懸念がある。その副生物は極力ゼロに
抑えたい。

（５）運転の容易性
　安定・安全運転ができることは当然として、
その一方除染設備のために特別な運転員を採用
することは避けたいので、運転に特殊技能を必
要としない設備が望ましい。

（６）長期にわたるメンテナンスの容易性
　現在の計画では、事業開始後３０年間に亘って
比較的小規模での運転を行うことになる。その
ため、事業が完了するまでのメンテ費用が少な

いことが望ましい。

５．ウラン廃棄物の除染・回収技術の検討

　原子炉等の廃止措置にかかわる除染技術につい
て総説を含めて各種報告されている２）～５）。
　本報告では、������物流システムで処理対
象となるウラン廃棄物の除染に絞って検討してい
る。

５．１　除染対象廃棄物の性状
　使用形態は各事業所各様と思われるので、除染
前に発生事業者からの使用状況データ等を確認
し、除染適用の判断をすることが原則と考えてい
るが、除染技術の検討は以下の想定で実施した。
（１）種類・内容
　金属類廃棄物は、鉄、ステンレス鋼が主体と予
想している。また量が多いコンクリート類廃棄物
は、施設のデコミに伴って発生した金属・コンク
リート類が多く、その中には土砂も含んでいる。

（２）対象廃棄物の大きさ
　大型機器も集計されているが、２００�ドラム
缶を標準とする。

（３）汚染形態
　金属やプラスチック類等が表面汚染、コンク
リート類やその他雑固体に区分されたコンク
リート、土砂、焼却灰、沈殿物、その他スラッ
ジ乾燥体が浸透汚染と判断している。

５．２　検討対象の除染技術
　いろいろ提案されている除染技術の内、現時点
で実用レベルに近い規模で確証試験が実施され、
ウラン除染に適用可能と考えられる除染方法を
Table 6に示す５）。
　除染技術が、物理除染（ブラシ除染、ブラスト
除染、超音波洗浄）、化学除染（浸漬法、硝酸浸出
法、電解研磨法）、溶融除染（高周波溶融法）に区
分され、評価されている。これら除染技術を適用
する対象廃棄物は金属、難燃物、スラッジの固体
であり、汚染形態は表面汚染と浸漬汚染が含まれ
る。

― ６ ―

デコミッショニング技報　第４６号（２０１２年９月）



５．３　物理除染
　物理除染は、物理的な衝撃力、振動、摩擦力等
を利用して汚染物表面に付着した放射性核種を除
去する方法であり、金属に対してはブラシ除染、
ブラスト除染、超音波除染技術がある。
　除染に使われるブラシやブラスト材は硬度が高
いほど、加える力が大きいほど除染性能は向上す
る。しかし、強い力で対象物に当てられた硬度の
高い材料（ブラシ、ブラスト材等）は破損して除
染性能が低下し、除染処理よる二次的な放射性廃
棄物となる。
　一方、超音波洗浄は単独では軽微な付着汚染に
用いられるが、腐食や浸透を伴う表面汚染に対す
る除染性能は劣る。超音波洗浄は化学除染と併用
して除染効果を促進させ、化学除染液の付着によ
るコンタミ防止の観点から後処理の水洗としても
用いられている。
　以上より単独で用いられ、二次廃棄物の低減効
果のある物理除染法（ジルコニアブラスト除染）
について調べた。
　ブラスト除染では、二次廃棄物低減の観点か
ら、ブラスト材の繰返し使用が試みられ、二次廃
棄物の低減効果を上げている。粉塵による内部被
曝の可能性を考慮し、湿式法を基本とする。
（１）特徴
　ジルコニアブラスト法はブラスト材として高
硬度の酸化ジルコニウム粒子を用い、破砕を低
減することにより繰返し使用回数を向上させ、
二次廃棄物となるブラスト材の発生量低減を

図っている。
（２）装置構成
　Fig.6にジルコニアブラスト除染装置を示す６）。
基本的に水を媒体としたウエットブラスト法
で、球径粒子を用いたショットブラスト法に分
類される。ブラスト材と研削屑を液体サイクロ
ンにより分離し、ブラスト剤を繰返し使用す
る。
（３）性能および実績
　ジルコニア研磨材の除染性能確認のため、原
子炉低圧蒸気タービン車室取替え工事で発生し
た使用済みの仕切り板（切断片）により除染試
験が実施されている。
　研磨材として使用したジルコニア、アルミナ
ともに試験片の放射能量は短時間でバックグラ
ンドレベルに達する。（Fig.7）試験後の小粒子
径の研磨材の増加率からアルミナの破砕が進ん
でいるのに比べ、ジルコニアでは殆ど変化ない
ことが確認される（Table 7参照）６）。
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Table 6  Decontamination techniques of uranium bearing waste

Fig.6  Blasting test equipment

Table 7  Partic1e size distribution of abrasive media before 
and after decontamination test



５．４　化学除染
　ウラン除染に適用可能な化学除染法として、浸
漬法、硝酸浸出法、電解除染法が挙げられている。
ウラン廃棄物用に開発や実用化されてきた化学除
染技術としては、ウラン濃縮遠心分離機への硫酸
化学除染７）やギ酸化学除染８），９）、シュウ酸科学除
染９）がある。
　これら酸による除染は金属母材の化学溶解を原
理としており、溶解後の除染液の処理において、
ギ酸は自体が二酸化炭素と水に分解され、溶解し
た母材金属イオンやウランイオンは加熱乾燥によ
り酸化物として回収される。硫酸法は硫酸塩とな
り二次廃棄物を増加させるのに比べ、ギ酸法は除
染剤に起因する二次廃棄物が無く、二次廃棄物低
減効果のある浸漬除染法といえる。
　除染剤としてギ酸を用いた浸漬除染法につい
て、以下に示す。
（１）特徴
　ギ酸を用いた浸漬除染法は、有機酸が炭酸ガ
スと水に分解することに着目して開発が進めら
れた除染法であり、特徴として大幅に二次廃棄
物量の低減が期待できる。
　�����＋�２�２⇒��２↑＋２�２�
（２）装置構成
　ギ酸化学除染の装置構成をFig.8に示す９）。
金属廃棄物は除染槽にてギ酸溶液による浸漬除
染後、洗浄槽にて超音波洗浄され、放射能測定
される。使用後の除染廃液は廃液処理槽にて過
酸化水素により残留ギ酸成分を水と二酸化炭素
に分解する。その後、溶解金属成分を含む廃液

を蒸発・乾燥させ、セメント、水と混合しセメ
ントによる混練固化を行う。
（３）性能および実績
　ウラン廃棄物への適用研究として実施された
��６暴露金属試験片（母材：炭素鋼、ステンレ
ス鋼、アルミニウム、高張力鋼）を用いた除
染試験の結果をFig.9に示す。１０分以内に
０．３����以下に除染できている。
　また、実機への適用例として炭酸ガス冷却黒
鉛炉の熱交換器や伝熱管の除染試験が実施され
ており、除染対象核種が��ではあるが、狭い隙
間の伝熱管フィンの内部も除染され目標放射能
レベル以下となる（Fig.10参照）。これは除染液
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Fig.7  Blast decontamination result for zirconia and alumina

Fig.8  Formic acid chemical decontamination system

Fig.9  Decontamination test result of test specimen８）



の入るところまで除染効果が現れる浸漬法の特
徴を示している。

５．５　溶融除染
　溶融除染技術として、海外では�������により
�����混合酸化物（���）燃料加工施設の廃止措
置等に伴い発生した金属廃棄物を��������	��の
溶融施設で処理された例が知られている。�����燃
料加工施設の廃止措置では大量の汚染された金属
廃棄物が発生し、大半はウラン、プルトニウムで表面
汚染された金属片で、大量の廃棄物を処理するため
に金属溶融を選定し、その処理を実施している１０），１１）。
国内でも、溶融炉による難燃・不燃廃棄物処理シス
テムの開発が進められている１２），１３）。
（１）特徴
　溶融炉の除染の原理はウランが酸化物になり
やすい性質を利用したものである。鉄、クロ
ム、ニッケルおよび銅と比べウランは、Fig.11
に示したように生成自由エネルギーが低く、酸
化物となって上澄であるスラグ側へ移行するこ
とにより溶融金属とスラグに分けられ、放射性
金属廃棄物から汚染物の除去が可能になる１２）。
（２）装置構成
　金属廃棄物の処理に溶融炉を用いる方式は、
溶融炉下部からの溶融物を出湯し、金属成型容
器に受ける直接造塊法等により溶融金属のみを
回収する方法であり、除染された金属のイン

ゴットを得ることができる。Fig.12に高周波溶
融炉による同様な金属溶融設備の全体処理系統
を示す１３）。
　設備構成として、放射性物質ならびに環境規
制物質を外気に放出しないようにするため、二
次燃焼、粉塵除去、排ガス成分の回収が必要と
なり、大型の排気処理工程が必要となる。
（３）性能および実績
　海外の例として��������	��の溶融施設
�����では、�����燃料加工施設の廃止措置
により発生した金属廃棄物に対して、１９８９年から
合計２５，０００�の汚染金属処理を実施している１０）。
　溶融炉は中周波誘導炉で、溶融炉は３．２�の処
理量があり、２���の処理速度を有している。
操作は遠隔で行われ、放射性の粉塵やエアロゾ
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Fig.10  Decontamination test result of heat transfer pipe ９）　
酸化皮膜（Fe３O４）厚さは、Tier２：数μｍ、

Tier５：数十μｍ、Tier７：３００μｍ以上　　　

Fig.11  Free energy of formation of metal oxide

Fig.12  Process flow sheet of metal melting facilities



ルを回収するためにサイクロン、プレフィル
ター、����フィルターにより構成された排気
系を２系統設けている。
　Table 8に示すように、�－２３５、�－２３８の溶融
後の核種分配がスラグおよびダストに９９％であ
ることから、除染係数（��）は１００程度である。
　なお小型溶解試験装置での結果ではあるが、
��が１８００を超える報告もある１２）。

５．６　ウラン回収技術
　ウラン廃棄物のその他雑固体には凝集沈殿物や
その他乾燥スラッジがあり、発生する廃棄物の中
にはウランを含むスラッジ類が含まれる可能性が
高い。また化学浸漬除染で用いた除染廃液にはウ
ランが含まれており、ウランを酸化物等として回
収する安定化処理が必要となる。
　そこで塩酸系湿式法によるウラン廃棄物の処理
と有機酸を用いた除染により発生する除染廃液の
処理について検討した。
（１）沈殿物・スラッジ類からのウラン回収
　フッ素を含有するウラン廃棄物から、ウラン
及びフッ素を除去するための塩酸系湿式回収方
法が報告されている１４），１５）。
（�）特徴
　���沈殿物や使用済み���ペレットから
１００％近くウランを除去でき、除去後の廃液に
ついて、排水として環境規制されているフッ素

濃度の低下も期待できる。
（�）装置構成
　���沈殿物、���ペレットを対象に、塩酸溶
解後、過酸化水素を添加し、��調整し、成熟
後、沈殿する過酸化ウランをスラッジとして回
収する。さらに溶液側の微量ウランの回収をイ
オン交換で行い、フッ素除去のため水酸化カル
シウムで固定後、イオン交換樹脂でさらに残液
から回収する工程となっている。
（�）性能および実績
　ウラン廃棄物である���澱物からのウラン
回収試験の結果は、塩酸によるウラン溶出率は
９９．９％以上、処理後の排水中のウラン濃度は
１０���以下、フッ素濃度０．５���以下となった。

（２）ギ酸廃液からのウラン回収
　ウラン廃棄物の除染や湿式処理にギ酸を用い
た廃液から、ウランを分離・回収する処理プロ
セスが検討されている。対象廃液から、沈殿処
理や陰イオン交換樹脂通水によりウランを分離
可能であり、ウラン廃棄物の除染や湿式処理に
おいて、二次廃棄物を大幅に低減できる可能性
がある１６）。
（�）特徴
　ウラン廃棄物の処理にギ酸を用いた廃液中に
含まれるウランを他の不純物元素から分離し回
収すると共に、有害物質であるフッ素を廃液か
ら除去可能である。
　ウランを含む除染廃液からギ酸を回収・分解
することにより、二次廃棄物量及び排水中の塩
分量を低減できる。またウラン吸着に用いるイ
オン交換樹脂からウランを水で溶離でき、樹脂
は繰返し再利用できる。
（�）装置構成
　Fig.13に示すように、ウランを沈殿処理及び陰イ
オン交換樹脂により分離する工程、ギ酸を回収・
分解する工程、溶液中のフッ素を沈殿処理及びイ
オン交換樹脂により除去する工程からなる。
（�）性能および実績
　ウランを含むギ酸の模擬廃液を用いて、ウラ
ンの沈殿分離、陰イオン交換樹脂による吸着分
離、および陰イオン交換樹脂からのウラン溶離
の各工程について基礎試験が行われている。
　沈殿分離については、対象廃液に過酸化水素
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Table 8  Activily distribution after melting １１）



を添加し、��調整することにより過酸化ウラ
ン沈殿が生じ９０％以上のウラン沈殿率が得られ
ている。
　樹脂吸着試験で分配係数を求めると、ウラン
の３７０に対し、鉄及びアルミニウムは０．５前後と
吸着せず、樹脂への通水によりウランと不純物
を分離可能である。
　またウラン吸着後の陰イオン交換樹脂への純
水通水により、９０％以上のウランが溶離される。

５．７　除染・回収技術の評価
（１）除染技術
　対象ウラン廃棄物の除染技術について、選定
基準に従い相対評価した結果をTable 9に示す。

（�）対象廃棄物の内、金属やプラスチック類廃
棄物については表面汚染が主であり、化学薬品
を用いた浸漬法および繰返し使用可能なブラス
トを用いたブラスト法が有望である。特に金属
廃棄物については、ギ酸化学除染が二次廃棄物

の発生が少ないことから望ましい。
（�）溶融除染法については、適用範囲が広いこ
とや生成した除染物形態が再利用し易いなど合
理的な技術と思われる。ただし排気処理系が大
規模となり設備費が高くなること、稼働時に専
門的な運転技術を要すること、長期間運転での
メンテ費用（炉壁交換など）の観点からは不利
となる。除染対象廃棄物の範囲拡大などによる
処理コスト低減化が図れなければ、������
物流システムへの採用は厳しい。

（２）回収技術
　ウランの回収技術としては、湿式の酸に溶解
する方法が最も一般的であり、有機酸を使用し
た除染廃液からのウラン回収が有力である。こ
の場合、スラッジ類等からのウラン回収の可能
性もある。

（３）除染・回収システム
　金属除染に有機酸を用いた除染と除染廃液の
処理を組合せたシステムを構築することにより、全
体システムの合理化が期待できると考える。

　なおウラン廃棄物の除染に係わる課題として、
クリアランス物のリサイクル用途、廃棄物量の多
いコンクリート・土砂での除染・回収方法などが
ある。

６．クリアランス検認設備

　金属系のウラン廃棄物のクリアランスレベル以
下への除染を実施した後工程として、除染された
廃棄物中のウラン濃度を測定しクリアランス検認
を実施する必要がある。
　除染・回収～検認の全体工程を評価して、物流
システム処理設備への採用可否判断をするために
も、クリアランス検認設備の具体化が必要になっ
ている。

６．１　適用可能な測定技術
　ウラン廃棄物のクリアランス検認のための測定
には、対象となる廃棄物の性状、材質、汚染形態
（表面汚染、均質汚染）などに応じた測定技術が必
要となる。ウランのクリアランス検認に適用可能
な測定技術６）、クリアランスレベル検認測定装置

― １１ ―

Journal of the RANDEC � ４６（Sep. ２０１２）

Fig.13  Schematic diagram of wastewater treatment system

Table 9  Evaluation of decontamination process



のレビュー１７）などが報告されている。また最近刊行
された日本原子力学会標準の「ウラン取扱施設にお
けるクリアランスの判断方法」１８）に、ウランクリアランス
対象物の形状と測定器の例としてFig.14が示されて
いる。

６．２　クリアランス検認設備
　クリアランス検認用の測定装置を含めたクリア
ランス検認設備は今後の検討になるが、表面汚染
に適したとされている電離イオン測定器などにつ
いて、コストや測定条件などを加味して選定する
予定である。

７．結論

　以上の調査結果に基づき、ウラン廃棄物の除染
に適用できる方法として、以下の方式を一次選定
した。
（�）金属廃棄物に対して、超音波洗浄を併用した

ギ酸による浸漬化学除染、および金属除染廃
液処理を統合したシステム

（�）金属以外の表面汚染廃棄物に対して、ジル
コニアブラストを使ったウォーターブラス
トによるシステム

　今後の予定として、クリアランス検認用測定装
置を検討し、検認設備の具体化を図る。その後、
除染設備～クリアランス検認設備を通したプロセ
スとして評価を実施し、物流システム処理施設へ
の採用可否を判断する。
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Fig.14  Uranium measurement technology in 
low radioactivity level
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はじめに

　２０１１年１２月１６日に福島第一原子力発電所事故
（福島原発事故）の収束宣言がだされた後、政府・
東京電力中長期対策会議の下で、建屋内遠隔除
染、炉内観察などに用いるロボット等遠隔技術の
開発が進められている。一方、原子力災害対策特
別措置法の改正に伴い、原子力事業者に緊急時に
対応できる遠隔機材とその運用組織の整備が義務
付けられる。

　本稿はこれらの検討の一助とすべく、福島原発
事故でのロボット等遠隔技術による緊急対応の概
要と、これらから得られた今後の課題をまとめた。

　
１．２０１１年３月１１日以前の原子力災害ロボット
等の開発状況

　
　１９９９年９月３０日に東海村のジェー・シー・オー
（���）で臨界事故が発生した際には、臨界が続き
放射線が放出され続けたため、作業員が事故現場
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＊１：日本原子力研究開発機構　福島技術本部　復旧技術部　技術主席
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　２０１１年３月１１日の東北地方太平洋沖地震とその後の大津波により発生した福島第一原子力発電所事故の
緊急対応に際しては、雲仙普賢岳や有珠山のために開発された無人重機、�������、�����、�����、
������、������、�������、����－３、������－２および３、サーベイランナーと、数多くのロボット
が使用された。
　これらのロボットによる緊急対応を通じて、緊急時対応ロボットには今後の課題として、運用組織、シ
ステム化、現場状況にあわせた最適化、機動性が必要であることが明らかとなった。
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福島原発事故におけるロボット等による緊急対応の概要と今後の課題

Overview and issues to be solved on emergency response of
robots to Fukushima NPP accidents

Shinji KAWATSUMA
＊１

川妻　伸二＊１



に立ち入って事故収束作業を行うことが躊躇され
た。そのため、このような原子力災害時に作業員
に代わって事故現場で初動作業を行うロボットの
開発が行われた。
　原子力安全技術センター（������）が建屋外の
モニタリングを行うロボットを、日本原子力研究所
（現日本原子力研究開発機構、����）が建屋内の情
報収集ロボットを、製造科学技術センター（����）
が建屋内での作業ロボットの開発を実施した。
　������は、事故の起きた建屋外の、空間ガン
マ線量率測定、空間中性子線量率測定、可視画像
撮影、赤外線画像撮影、ダストサンプル採取、ガ
スサンプル採取等を行うモニロボ�とモニロボ�
（Photo 1）の開発を行った。これらのロボットは
専用のトラックの荷台に搭載して現地まで搬送で
き、荷台からスロープを出して自走で地面まで下
りていくことができる。さらに、これらロボット
の操作は専用トラック内部に設けられた操作卓か
ら遠隔操作できる。ロボットに搭載されたアーム
は操作卓脇に設置されたマスターアームでも操作
できるようになっている。
　����は建屋内でガンマ線や中性子線の線量率
などの初期情報を収集する����－�二台（Photo 
2）、詳細情報を収集する����－�（Photo 3）、サン
プルを採取する����－�（Photo 4）、および耐放射
線型ロボット�����（Photo 5）の開発を行った。
����－�、����－�及び�����は事故現場まで
建屋内の作業員用の通路や階段を通ることを想定
しており、扉を開閉する必要もあることから、
アームを装備している。これらのロボットは３台

のコンテナに搭載されており現地までトレーラー
でけん引できる。さらに、コンテナ内部には操作
卓等が設備されており、コンテナ内部から遠隔操
作で、これらのロボットを操作できるようになっ
ている。����－�については、可搬式操作卓も用
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Photo 1  Moni ROBO-A and B robots of NUSTEC

Photo 2  RESQ-A robot of JAEA

Photo 4  RESQ-C robot of JAEA

Photo 3  RESQ-B robot of JAEA



意されており、現地まで作業員が運ぶことも考慮
されている。
　����は簡易偵察と作業支援を行うロボット
�����－�（Photo 6）、�����－�を運搬して瓦礫
を走破できるロボット�����－�（Photo 7）、軽作業
ロボット����（Photo 8）、作業用ロボット

����－�（Photo 9）、重量物運搬ロボット����
－�（Photo 10）および耐放射線性ロボット����
���　（Photo 11）を開発した。これらのロボット
は事故現場のある施設の内部で、作業員に代わっ
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Photo 5  RaBOT robot of JAEA

Photo 6  SMERT-K robot for operation assistance

Photo 7  SMERT-M robot for operation assistance Photo 10  MARS-T robot for heavy tranopertion

Photo 8  SWAN robot for light operation

Photo 9  MARS-A robot for operation



てバルブ操作などの作業を行うことが想定されて
いた。またこれらのロボットはトレーラーでけん
引可能なコンテナから操作可能なように開発され
ていた。
　����および����のロボットは２００１年に開
発・製作されたが、改良や改造は殆ど行われず、
十分な維持管理ができていなかった。我が国とし
て、これらロボットを運用する組織や仕組みが構
築されなかったことが、継続的な改良改造や維持
管理ができなかった原因の一つであったと思われ
る。運用組織等が構築されなかった背景には、原
子力発電等事業者や規制当局が原子力施設の安全
性を過信していたことがあったかもしれない。も
し、運用組織等が設立されていたならば、原子力
災害ロボットの改良すべき点などが指摘され、改
良がなされ、今回の福島原発事故直後にロボット等
の遠隔技術が役立った可能性はあったと思われる。
　����が開発したロボットは全て廃棄された。
　����は評価委員会を設置して評価した結果、
����－�，�，�については実用化に向けたいく
つかの改良すべき点があること、�����につい
てはロボット開発のためのプラットフォームとし
て用いることがふさわしいこと等が指摘された。
����－�の画像情報を���回線で緊急時対策所
等に伝送する改良は行われたが、その他の改良は
なされなかった。その後、これらロボットの改良
改造や維持管理にかかる予算措置がなされなかっ
たため、����－�，�，�は十分な維持管理が行え
ないまま保管を続け、�����は廃棄された。

 
２．福島第一原子力発電所事故発生時の原子力
災害ロボットの状況

　
　２０１１年３月１１日午後２時４６分に東北地方太平洋
沖地震が発生し、稼働中だった１号機から３号機
は直ちに停止（スクラム）するとともに、外部電
源喪失により、１号機から４号機が有していた各
２基の非常用発電機はすべて自動的に起動した。
午後３時３０分頃から大津波が福島第一原子力発電
所を襲った。午後３時３５分頃の第二波（Photo 12
～Photo 15）により福島第一原子力発電所１号機
から４号機用の非常用発電機８基すべてが海水に
より損傷し、全電源消失に陥った。１号機から４
号機は炉心冷却機能が失われ、結果として水素爆
発等に至った。
　事故発生時点で、������はモニロボ�とモニ
ロボ�を維持管理できていたが、����は����－
�，����－�および����－�を保管していたもの
の不可動状態であった。

３．ロボットによる緊急対応

３．１　事故発生直後の対応
　������は福島原発事故発生後、事故対応の
拠点となっていた�ビレッジに、モニロボ�を派
遣したが、電源復旧や炉心冷却のために構内に仮
設されていたケーブルやホースを傷つける恐れが
あることから、使用されることはなかった。
　����は����－�，�，�を開発した際に協力し
たメーカーに修理を要請したが、開発当時の技術
者がいないこと、技術が継承されていないこと等
から修理を拒否された。
　日本のロボットが使用できない中、米国等から
ロボット提供の申入れがあった。

３．２　無人重機
　１９９１年６月３日の雲仙普賢岳で発生した火砕流
により４３人の死者不明者が出た後、遠く離れて安
全な場所に止めたコンテナから操縦される無人重
機が開発された。
　この無人重機は、雲仙普賢岳や有珠山で雨水等
により毎年河川に流れ出してくる土砂の除去に使
用されてきており、この間の使用実績に基づく知
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Photo 11 MENHIR robot with radiation resistance
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Photo 12  A huge Tsunami attacking to Fukushima Daiich NPP

Photo 13  Fukushima Daiich NPP Unit 1～4 after hydrogen explosion

Photo 14  Unit 1 on July 28 2011 Photo 15  Unit 3 on July 28 2011



見により様々な改良が加えられていた。
　雲仙普賢岳と有珠山で使用されていた無人重機
が福島第一原子力発電所の水素爆発で原子炉建屋
外に飛散したがれきの撤去に投入され、２０１１年４
月上旬より福島第一原子力発電所構内で運用が開
始された（Photo 16）。無人重機システムは、遠隔
操作用コンテナ、無人バックホウ、無人クローラ
ダンプ、無人ＴＶ車、無線中継車などから構成さ
れている。

３．３　i－ROBOT社から提供されたPackBOT
　原子炉建屋で水素爆発が発生した後、原子炉建
屋内の状況を偵察する必要があったが、建屋内の
状況が殆ど判らないなかで、作業員を原子炉建屋
内に立ち入らせるのは躊躇された。
　�－�����社から提供された二台の�������
を使って、原子炉建屋内の偵察を行うことが計画
された。始めに１－４号機と同じ����－Ⅰ型の
���である５号機でのモックアップテストと操
作訓練が行われた。２０１１年４月１７日、１号機の
タービン建屋から原子炉建屋につながる二重扉の
最初の扉が作業員によって開けれたのち、二台の
�������がアームで二番目の扉を開放して、原
子炉建屋内に入った（Photo 17）。
　そして二台の�������は原子炉建屋の中に進
み、水素爆発後最初の原子炉建屋内観察を行った
（Photo 18）。同じ１７日は３号機にも、そして翌１８
日には２号機の原子炉建屋内に入った。
　�������により得られた、画像、線量率、温度
等の情報により、作業員が制限付きで原子炉建屋

内に立ち入ることが可能となった。
　�������は原子炉建屋内の偵察にもっともよ
く使われたロボットのひとつであったが、５号機
等で事前に行われたモックアップ試験の結果、階
段を昇降させるのは躊躇された。
　その後、�������は東電により新たに購入さ
れ、現在も使用されている。

３．４　TALON
　米国アイダホ国立研究所で開発された放射線量
マッピングシステムが搭載された�����が米国
エネルギー省より東京電力に提供された（Photo 
19）。
　福島第一原子力発電所から５０��以上離れたと
ころでアイダホ国立研究所職員から東京電力本店
職員への操作教育が行われたのち、�����は茨
城県にある����の施設に輸送され、遮蔽操作
���（Photo 20）、放射線可視化装置γ���
（Photo 21，22）、監視カメラ、発電機などの艤装
中であったロボットコントロール車１（��－１）
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Photo 16  Unmanned heavy construction machine

Photo 18  PackBOT robot to ententh reactor dwlding 
after hydrogen expliosion

Photo 17  PackBOT robot to open the second door of double door



（Photo 23，24）に搭載された。��－１には東北大
学田所研究室で２－３週間という短い期間で急遽
準備されたレーザー三次元カメラとサーモカメラ
も登載された（Photo 25）。
　�����を搭載した��－１は２０１１年５月１日に
福島第一発電所に投入された。

３．５　BROKK ９０、３３０Dおよび８００D
　�����社の一連のシリーズのロボットは施設
解体作業に用いられてきており、これまでに化学
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Photo 23  RC-1“TEAM NIPPON”

Photo 25  A laser 3D camera and a thermo camera

Photo 24  RC-1 with TALON robot and gamma camera

Photo 19  TALON robot equiped with nadiatioon mapping system

Photo 21  gamma camera

Photo 22  High radiation level subbles captured 
by Gamma camera

Photo 20  Shield operation BOX



プラントのみならず原子力施設の解体にも多数利
用された実績がある。日本でも東海原子力発電所
の解体に������９０が使用された実績がある。
　一台の������９０（Photo 26）、二台の������
３３０�（Photo 27）および一台の������８００�
（Photo 28）がスウェーデンから緊急輸入され、

２０１１年５月から原子炉建屋内の瓦礫を片付けるた
めに使用された。この作業には�������社から提
供された一台の�����と二台の������も使用
された。
　�����社のロボットは建屋内の作業では役
立った。これは、前述の無人重機よりも小型であ
ることに加え、長年にわたる化学プラントや原子
力施設での使用実績で得られた知見がフィード
バックされていたからと思われる。

３．６　クインス（Quince）
　クインスは新エネルギー・産業技術総合開発機
構の支援の下、千葉工業大学、東北大学及び国際
レスキューシステム研究開発により共同開発され
た災害レスキューロボットである（Photo 30）。
　クインスは瓦礫上走破や階段昇降が可能であっ
たが、原子力災害用に開発されたものではなかっ
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Photo 29  BobCat robot

Photo 30  Quince robot for Fukushima Daiich NPP

Photo 26  BROKK 90 for Fukushima Daiich

Photo 27  BROKK 330D robot for Fukushima Daiich

Photo 28  BROKK 800D robot under  decommissioning in 
Fukushima Daiich site for main terance



たため、直ちに福島第一原子力発電所に投入でき
なかった。原子炉建屋内では無線が届きにくいこ
ともあり、信号伝送用ツイストペアケーブルへの
変更、水位計設置装置搭載などの改造や、耐放射
線性の確認などが行われた。その結果２０数��
だった重量が５０��になった。また原子炉建屋等
の最新の図面が福島第一発電所事務管理棟にあ
り、取りに行ける状態ではなかったため、東電本
店に保管されていた建設当時の古い図面に基づい
て改造が行われた。
　クインスは改造ののち、２０１１年６月以降、福島
第一原子力発電所１－３号機の原子炉建屋内の偵
察に使用された。当初は１号機原炉建屋地下の
トーラス室内の水位等の調査のために、使用され
た。クインスが１号機地下に下りて行ったとこ
ろ、建設後に行われた配管増設等のために、地下
のトーラス室に通じる階段の幅や踊り場が狭く改
造されていたため、クインスは踊り場で旋回する
ことができず、止むを得ず作業を中止し引き返し
た。
　クインスは�������では躊躇されていた原子
炉建屋上層階の偵察に使われた。２０１１年７月１６日
には２号機原子炉建屋の上層階の偵察に使われ
た。これが原子炉建屋内の上層階を偵察できた最
初である。建屋内の階段は縞鋼板製であり、水等
で濡れている階段を降りる際に、滑り落ちる現象
も見られたが、上層階を偵察するという役目を果
すことができた。その後も原子炉建屋の上層階の
偵察に使われた。２０１１年１０月２１日２号機原子炉建
屋の５階、オペレーションフロアの偵察を行い、
空間線量率や温度を測定して帰還する途中、３階
まで下りたところでツイストペアケーブルが断線
するトラブルに見舞われ、回収不能となった。この経
験は、クインス２，３号の開発に継承された。

３．７　Warrior
　�－�����社から提供された�������は、２０１１
年７月１日に３号機原子炉建屋内部のコンクリー
ト粉じん除去（除染）のため、真空吸引機のノズ
ル操作に用いられた（Photo 31）。また、２０１１年１１
月２日及び３日には、３号機の１階のアクセス通
路確保するため、通路上にあるがれき等の除去作
業に使われている（Photo 32）。

３．８　JAEA－３
　����－３は����の原子力災害ロボット����
－�の一台を急遽改造整備したもので、ガンマア
イ（γ���）と呼ばれるガンマ線可視化装置を搭
載している（Photo 33）。このγ－���は��－１に
搭載されたガンマ線可視化装置（γ���）の使用
経験を踏まえ、２ヶ月間で����が開発したもの
である。
　����－３は５０�の複合ケーブルで電力と信号
を伝送するよう改造された。バッテリー等の残量
を気にせず連続操作が可能となった。さらに信号
もケーブルで伝送することにより、プラット
フォーム（ロボット本体）は電子部品を極力排除
でき、耐放射線性を数万��まで向上できた。搭
載しているγ���は急遽開発したこともあり、通
常の電子部品等を使用しており、耐放射線性は数
十��にとどまっている。そのほかに放射線測定
装置（ガイガーミューラー管：��管）およびダ
ストサンプラ等を有している。����－３は２０１１
年７月２日に東電の要請により改装整備したロ
ボットコントロール車２（��－２）に搭載して福
島第一原子力発電所に投入された。その後、５号
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Photo 31  Warrior robot cleaning up floor of unit 3 
with vacuum cleaner

Photo 32  Warrior robot readyth umove rubbles



機原子炉建屋でのモックアップ試験及び操作員訓
練を経て２号機原子炉建屋での放射線計測に使用
された。����－３の制御は複合ケーブルを通し
て行われたため、ロボットの操作性は他の偵察に
使われたロボットに比べ劣ることが再確認され
た。

３．９　クインス２号機、３号機
　クインスに引き続き、クインス２号機および３
号機が千葉工業大学等で準備され（Photo 34）た。
２０１２年２月２８日にクインス２号機が２号機原子炉
建屋５階のオペレーションフロアの偵察から使用
されている。クインス２号機は万が一ケーブルが
断線しても、クインス３号機で無線中継器を持っ
ていけば、信号伝送をケーブルから無線に切り替
えられるようになっている。クインス２号機は、
２０１２年６月２０日に２号機原子炉建屋３－５階の偵
察作業からの帰還途中にケーブル断線に見舞われ
たが、救援機としてクインス３号機を投入するこ
とで、無事帰還することができた。

３．１０　サーベイランナー
　階段が急峻で狭いためクインスで降りて行けな
かった１号機原子炉建屋地下のトーラス室の偵察
用に、トピー工業と東電とでサーベイランナーが
開発された（Photo 35）。２０１２年４月１８日に２号
機のトーラス室の偵察に使用され、格納容器自体
には目立った損傷がないことを確認した。
　引き続き２０１２年７月１１日には３号機のトーラス
室の偵察に使われたが、帰還途中で光ケーブルが
断線し、回収不能となっている。このため、トー
ラス室への水漏れ部位測定の為に搭載していたボ
イスレコーダーは未回収のままとなっている。

４．原子力緊急時遠隔機材等に関する今後の課題

４．１　運用組織
　福島原発事故への緊急対応において最も重要な
教訓は「ロボットシステムを含む原子力緊急時遠
隔機材等を運用する組織（枠組み）を予め用意し
ておくべきだった」ということである。もし、こ
の運用組織が存在していれば、モックアップ試験
や防災訓練の段階で課題等が指摘され、改良が施
され、初期対応が出来ていたかもしれない。
　運用組織を整備し、原子力緊急時遠隔機材の整
備・訓練を行うとともに、次項以降の課題に対す
る取り組みも併せて行えるようにすることが最大
の課題である。原子力緊急時遠隔機材の運用は、
国民の安全という公益性と同時に、原子力施設事
業者の安全性強化という側面もあることから、
国、事業者あるいは両者によりその運用資金は負
担されるべきものである。���事故後に原子力
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Photo 33  JAEA-3 robot equiped with gamma-eye

Photo 34  Quince 2 and 3 robot Photo 35  Survey runner robot



災害ロボットが開発されたにもかかわらず、安全
性に対する過信から、国にも事業者にも運用資金
を負担するという意識が乏しかった。今後、運用
組織ができても、政策的あるいは経営的な負担か
ら、運営費を極端に削減されることも考えられ
る。このことは、フランスの原子力緊急時ロボッ
ト対応組織である�������	
��の運営資金（フラ
ンス電力公社、原子力・代替エネルギー庁、�����
の三社により賄われている）が、１９９５年当時の
１０��（１�＝６．５�で換算して）であったのに対
して２０１１年には４��まで減少していたことから
も推測できる。そのため、運用組織の事業計画
は、国や事業者の意向をふまえつつも一定の独立
性が必要と考えられる。例えば、外部有識者から
なる委員会等で事業計画や資金計画をチェックする
などの透明性と独立性を確保すること必要である。
　�－�����社から�������と�������が日本に
提供されてから、事故現場で使用されるまでに、
１か月近くかかっている。���－���から放射線
マッピング機能付き�����が提供されてから、
事故現場で使用されるまで、やはり１か月を要し
ている。これは、ロボットのみならず周辺設備を
用意する必要があったこと等もあったが、やはり
操作員の訓練に時間を要している。ロボットの比
較的単純な操作だけなら比較的短時間で行えると
思われるが、現場で要求（想定）される作業をこ
なすためにはモックアップでの訓練も必要であ
り、短期間でモックアップ訓練を終えるために
は、熟練した操作員が必要である。事故発生に際
しては、運用組織の熟練した操作員と、原子力発
電所等の職員で発災現場を熟知し、ロボットの操
作訓練も定期的に受けている操作員とが、チーム
を作り事故現場での作業にあたることが重要と考
えられる。

４．２　システム化
　多くの人はロボットは万能であると考える傾向
がある。ＪＣＯ事故後の原子力災害ロボット開発
でもロボットに多くの機能を求める傾向が見られ
た。その結果、実用域に達しない、あるいは実用
化に向けて多くの改良や改造を必要とすると評価
されたロボットもあった。ロボットそのものの技
術革新が必要ではあるが、開発のための開発と

なってはならない。いつ来るかわからない緊急事
態の備え、マイルストーンを定め、現時点で出来
ることは準備しておかねばならない。ロボットで
は難しい作業でも、作業員がトング等で可能な作
業もあり得る。その場合は作業員の安全を確保す
るための可搬式遮蔽体、換排気装置などが有効と
考えられる。ロボットは無線で遠隔操作すること
が望ましいが、現状では無線では原子炉建屋内の
隅々まで届かず、またバッテリーも長時間作業や
過負荷作業に耐えられるものは殆どない。このよ
うな場合は、無線中継器を遠隔で設置すること
や、有線で操作し、ケーブルが機器等に絡まない
ように他のロボットで補助してやるなどのシステ
ム化が有効と考えられる。また事故現場では停
電・断水なども考えられ、照明や発電機、そして
これらを収容し、即時に移動するためのロボット
コントロール車等を予め用意しておくべきであ
る。地震直後は発電機やガソリン等燃料が入手困
難であったこと、作業員の飲料水や食料、そして
サニタリーに苦労した経験も忘れてはならない。

４．３　現場状況にあわせた最適化
　今回の事故発生後、原子力災害ロボット����
－�，�，�の修理をメーカーに断わられたように、
緊急時はメーカーも被災している可能性が高く、
協力を得られない可能性もある。一方で、事故現
場の状況は様々であり、想定通りの事象が起きて
ロボットシステムが想定通りの作業を行えば良い
というケースは少ないと思われる。現実には、ロ
ボットは短時間で事故現場に合せて最適化する必
要性がある。そのため、ロボットは移動機構とし
てのプラットフォームと作業用のツールに分けて
開発整備をしておき、事故の状況に応じてプラッ
トフォームとツールを組み合わせて出動させるプ
ラットフォームアンドツール方式が有効と思われ
る。さらに、事故現場の状況に合せて改造や修理
は運用組織（操作員）によって可能なようにして
おく必要がある。そのためには、プラットフォー
ムやツールは比較的単純な構造であること、ソフ
トウェアなどがブラックボックスになっていない
ことなどについても留意すべきである。　操作員
が中身を理解できていて、自分たちで、操作、修
理、改良ができない装置は事故現場では使えない
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ということを肝に銘じておく必要がある。
　また、最適化や出動に際して現場図面が必要と
なることから、対象とする原子力施設の最新図面
を常に入手しておくことも大切である。

４．４　機動性
　原子力緊急時遠隔機材のための運用組織が設立
されたとしても、大地震や大津波によって道路網
やガス電気といったインフラが大きな被害を受け
た場所に、単独でロボットと周辺設備からなるシ
ステムを搬入、継続的な活動を行うことは極めて
困難である。そのため、運用組織は警察、消防あ
るいは自衛隊との連携が重要で、具体的には自衛
隊のヘリコプターや輸送機で搬送可能なようにロ
ボットコントロール車を含む原子力ロボットシス
テムを開発整備しておくことが望まれる。

おわりに
　今回の福島原発事故におけるロボット等遠隔機
材による緊急対応では、事前の準備が殆どなく、
多くは手探り状態でロボット等遠隔機材の整備や
導入が行われた。ロボットという言葉からは万能
のイメージを抱くことも少なくない。今回の事故
での緊急対応で、これらのイメージが幻想で、ロ
ボットにできることは限定的であることが明らか
になった。一方で、事前の準備があれば、限定的
な能力のロボットや遠隔機材でも、事故収束に役
立つことも分かった。
　これらの経験やこれらから得られた課題が、福
島原発の廃炉や緊急時対応の検討の一助になれば
幸いである。
　最後に本作業に携わった関係者（Photo 36）に

謝辞を表す。
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Photo 36  RC-1 ready to depart for Fukushima Daiich NPP
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＊：（財）原子力研究バックエンド推進センター
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��（������））

　東京電力福島第一原子力発電所の事故炉（１～４号機）の廃止措置に向けた中長期ロードマップ（平成
２３年１２月の政府・東京電力中長期対策会議）によれば、廃止措置は今後３つのフェーズで３０～４０年かけて
行なう計画が示された。
　本報告では、事故炉の燃料デブリ撤去から原子炉本体の解体撤去までの廃止措置シナリオ試案及び廃止
措置に向けての提言について述べる。シナリオ概念の構築には、現実的な廃止措置戦略、及び遠隔解体撤
去システムの確立が非常に重要であり、���－２事故及び既存軽水炉の廃止措置経験、事故炉の最新の状況
を参考に検討した。また、本格的な廃止措置準備に向けた取り組みについて、徹底した施設特性調査、
���－２事故及び既存軽水炉の廃止措置経験からの教訓、柔軟性のある廃止措置シナリオの研究、廃棄物総
合対策、技術者の確保、事故炉の規制のあり方など８つの提言にまとめた。
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福島第一原子力発電所事故炉の廃止措置準備に向けて
（１）廃止措置シナリオ試案と提言

Toward the decommissioning of Fukushima Daiichi accident reactors
(1) Tentative scenario studies and suggestions

Yasuhiko MIYASAKA
＊１

宮坂　靖彦＊１



１．はじめに

　政府・東電対策チームから２０１１年１２月に発表さ
れた東京電力福島第一原子力発電所の事故炉の中
長期の廃止措置ロードマップとしては、２年以内
に使用済燃料を原子炉建屋の使用済燃料プールか
ら取り出し、１０年以内に燃料デブリ取出しを開
始、３つのフェーズ、３０年～４０年以内に廃止措置
終了を見込んでいる。このロードマップは２０１２年
７月末現在でも基本的に変わっていない１），２）。当
面の主要な課題として、格納容器（以下「���」
という）内の遠隔操作による観察と���補修によ
る冠水維持対策であり、技術カタログ募集による
検討が行われている３）。しかし、まだ補修できる
見通しの情報は得られていない。また、ロード
マップの中で燃料溶融固化物（以下「デブリ」と
いう）の撤去方法については、���内の冠水維持
を前提に、原子炉建屋の燃料プラットホームの原
子炉圧力容器（以下「���」という）上部にマス
ト型のような遠隔撤去装置を設置する概念が示さ
れている。しかし、その詳細及びデブリ、炉内構
造物等の撤去後の���、���撤去などに至るシ
ナリオは示されていない。
　今後、厳しい条件を乗り越える廃止措置戦略の

確立には、まず事故炉の徹底した施設特性調査
（現状、設計・建設記録、運転データ等）を行うこ
とで、また���－２事故後の���内の燃料デブリ撤
去、諸外国の廃止措置経験等から学ぶことである。
　本報告では、２章で事故炉の公表データは限ら
れているが���－２と比較して現状を整理し、一
例として福島第一原子力発電所の事故炉の廃止措
置シナリオ試案を、３章で事故炉のデブリ撤去と
原子炉本体の細断解体による���、���などの
撤去方法を述べる。さらに４章で���－２事故、
国内外の廃止措置からの教訓、各種の技術開発の
成果を参考に本格な廃止措置の取り組みへの提言
を、廃棄物総合対策等を含め８項目にまとめる。
　なお、���とは、���を覆うドライウェル（以
下「��」という）、圧力抑制室（以下「���」と
いう）及び８本のベント管で構成する圧力バウン
ダリの領域を示す。

２．事故炉の現状と廃止措置シナリオ試案

２．１　事故炉の現状について
　東京電力福島第一原子力発電所の事故炉１号機
から４号機（����－Ⅰ型）の原子炉断面図をFig.1
に、また設計諸元と現状を整理し、Table 1に示
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Fig.1  Cross-section sketch of a typical BWR Mark-I containment as used in Fukushima Daiichi 
nuclear power plant units 1 to 4 (http://en.wikipedia.org/wiki/Boiling_water_reactor）

１：炉心の燃料
２：コンクリート遮蔽ブロック
３：機器プール
４：ドライウェル（DW）ヘッド
５：使用済み燃料貯蔵プール
６：燃料交換キャビィ
７：ドライウェルフランジ
８：原子炉圧力容器（RPV）
９：一次遮蔽体
１０：二次遮蔽体
１１：DW鋼板内壁
１２：ラデアルビーム
１３：コンクリート
１４：ジェットデレクター
１５：エクスパンションベロー
１６：ベントヘッダー
１７：ダウンカマーパイプ
１８：水
１９：シェル鋼板
２０：ベースマット

２１：原子炉建屋
２２：燃料交換プラットホーム
２３：燃料交換バルクヘッド
２４：圧力抑制室（S/C）
２５：ベント管（８１インチ）
２６：クレーン
２７：使用済燃料
２８：再循環系冷却パイプ
２９：冷水パイプ
３０：蒸気パイプ
３１：御棒駆動装置
３２：ブローダウンライン
３９：制御棒
４０：蒸気分離器
４１：蒸気乾燥器
４２：燃料交換時用のゲート
４３：トーラス室
４４：ドライウエル（DW）
格納容器（PCV）：DW＋S/C＋ベント管



す。これらの情報に基づき廃止措置計画検討に当
たっての現状認識を下記に示す。
①世界に例のない事故後の軽水炉４基同時の廃止
措置計画になる。
②当面の最大の課題は、���と���が損傷し、汚
染水が地下ピット等へ大量に漏洩している。な
お、２号機の��内の水位は、２０１２年６月現在
の調査によると��下部から約６０��と非常に
低い４）。

③���からの冷却水の漏洩箇所については、
���内の水位が低いことから���の��の鋼
板と���を繋ぐベント管部分が構造的に弱く、
その接続部あるいはエクスパンションジョイン
ト部の可能性が考えられている。これらの部分
の補修については、技術カタログ募集等で検討
対象になっている３），４）。
④１号機、２号機及び３号機の炉内の様子は、ど

のような状態であるかまだ確認されていない
が、東京電力によって解析結果は公表されてい
る。炉心溶融した燃料は、���内だけに留まら
ず、１号機では���から��下部に８０％から
９０％落下、２号機及び３号機でも相当量が落
下、そしてデブリとして���及び��内に存在
する。各炉の��の下部コンクリート部には、
コアーコンクリート反応で生成したデブリ（以
下「����デブリ」という）が存在すると推定
されている７）。
⑤���下部の制御棒駆動装置等にもデブリが付
着、さらにドーナツ型の���内にもデブリを含
むスラッジが存在すると推定される。

⑥���が設置されているトーラス室及びタービ
ン建屋の地下階の水位は、約３�から４�で
���から漏洩したもので大量の汚染水として
存在する１）。また１号機のトーラス室内の最高
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４号機３号機２号機１号機項目

同左同左７８．４ｋWe４６万ｋWe出力

設計
諸元

同左同左同左BWR MarK- Ⅰ炉型

同左同左２２×５．６m，５００t２０×４．８m，４４０ｔ原子炉圧力容器：
高さ×内径、全重量

同左同左２０m，１０．９m，３４m１７．７m，９．６m，３２m原子炉格納容器（PCV）：
頂部直径、円筒部直径、高さ

同左同左５４８本４００本燃料集合体

同左同左同左約４万MW d/t平均燃焼度（平衡炉心）

同左同左１３７本９７本制御棒本数

同左同左４６m×４６m×６２m高さ４２m×４２m×５９m高さ原子炉建屋

停検中運転中運転中運転中事故時（２０１２年３月１１日）

概況

―同左同左RPV/PCV損傷原子炉バウンダリ

―？？８５～９０％？炉心メルトダウンによるDW内
燃料デブリ落下率（評価例）

―？？６５cm（炉心落下割合
１００％を仮定）

DW床コンクリート
浸食深さ(TEPC評価）

―未確認・６０cm
・７３Sv/h未確認

原子炉格納容器現状：
・DW下部からの水位
・DW内最大線量率

―
１００～
３６０mSv/h
水位：約３m

　３０～
１２０mSv/h
水位：約３m

２０～
１０，０００Sv/h
水位：４m

トーラス室
・線量率
・水位

―？８８０mSv/h６０mSv/h原子炉ウェル上部
最大線量率

―同左同左循環注水冷却中燃料・デブリの冷却

１５３５体５６６体６１５体３９２体循環冷却中の使用済燃料の
保管数

３号機から流れ込んだ水素
よる爆発で破損水素爆発で破損部分的に損傷水素爆発で破損原子炉建屋の状況

無人重機による撤去：２０１１年４月～１１月完了、１～４号機の周辺範囲５６，０００m２，物量２万m３，大
型コンテナ９００個、空間線量率約１/８に低下。（電気新聞２０１２年６月１日記事より）建屋周辺の瓦礫の撤去

Table 1  Summary of Fukusima Daiichi Accident NPP



線量は、水面で１０����と特に高い５）。
⑦����デブリと海水冷却により���ペデスタ
ル鉄筋コンクリート等への影響を考慮する必要
がある。
⑧原子炉建屋等が水素爆発で破損し、施設全体が
汚染し、また原子炉建屋マット等も汚染してい
る。
⑨大量の使用済燃料が原子炉建屋プールに保管さ
れている。安全な中間貯蔵施設への移設が必須
である。
⑩事故収束対策及び廃止措置により膨大な廃棄物
が発生する。その処理処分対策が必要である。

２．２　廃止措置シナリオ試案
　福島第一原子力発電所の事故炉（１号機～３号
機）のデブリ撤去から原子炉本体の解体撤去を中
心とした廃止措置シナリオ試案は、前述の状況を
踏まえて検討した。またデブリ等の撤去方法は、
まず���－２の���内の燃料、デブリ等の撤去経
験を参考にしている。
　廃止措置シナリオ試案はFig.2に示す。現地で
は使用済燃料プールからの燃料取出計画の準備が
進められている。また、意欲的に原子炉内部の状

況を遠隔操作により観察、線量測定等行われてい
るが、これらのデータに基づき���を補修する
ことで���内が冠水維持できることを前提にシ
ナリオ試案を検討した。デブリ撤去後、引き続き
解体撤去を進める方法（第１案）と長期安全貯蔵
後に解体撤去する方法（第２案）が考えられる。
　���－２では後者を選択して下記のように約４０
年間の安全貯蔵期間を予定している。１９７９年３月
の事故後、デブリ撤去を１９９０年に終え、除染水処
理後の１９９３年から長期監視貯蔵に入り、最終解体
を２０１４年に開始する予定であったが、現在の計画
では１号炉の運転が２０年間の寿命延長が認めら
れ、解体時期を１号機と合わせ完了目標を２０３６年
としている。８），９）安全貯蔵方式は、放射能減衰効
果が期待できるので作業者の被ばく低減等の利点
がある。一方、廃止措置期間が長期化することで
施設維持管理の負担や課題を先送りする結果を招
くかもしれない。
　廃止措置シナリオの選択は、炉内の状況、作業
者の被ばく低減、サイト内の汚染源の遮断対策、
廃棄物の処理処分対策によって影響するので十分
な検討が必要である。次に、第１案を想定して概
略手順に沿って述べる。

３．事故炉のデブリ撤去と原子炉本体の解体撤去

３．１　事故炉のデブリ撤去の検討
３．１．１　燃料デブリ撤去に係るTMI－２と福島第一

原子力発電所の事故炉との違い
　���－２原子炉事故については、これまでに多
くの文献が紹介されている。���－２の場合、事
故直後に���内に冷却水が保持できたことから
Table 2に示すように福島第一原子力発電所の事
故炉がいかに厳しい条件かがわかる。福島第一原
子力発電所の事故炉のデブリ等の撤去では、���
内のデブリに存在、高燃焼度、撤去位置が深い等
の違いがある。従って、福島第一原子力発電所の
事故炉のデブリ等の撤去については、冷却条件、
遮蔽等を考慮したデブリ撤去可能条件と実施時期
を総合的に検討する必要がある。
　ここで、まず���－２の事故から燃料デブリ撤
去、輸送保管までの経緯、���内からの燃料デブ
リ撤去方法及び知見について述べる。事故は１９７９

― ３０ ―
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Fig.２  Tentative overall reactor removal scenario of 
Fukushima Daiichi Unit 1～3



年３月２８日に発生したが、その直後から���内
に冷却水が保持され、幸いなことに比較的早く事
故収束した。炉内観察は、１９８２年７月に炉内をビ
デオカメラ撮影、その後に超音波ソナー装置によ
る調査が行われた。また炉心ボーリング装置等に
よる調査、サンプル採取を実施している。これら
の調査データとデブリ撤去の実績から評価された
炉心の燃料溶融によるデブリ形成の様子をFig.3

に示す１０）。燃料デブリ等のサンプル採取・撤去に
用いた遠隔装置の概略図をFig.4に示す１０）。また、
燃料デブリ回収用のキャニスタは、３種類（燃料
集合体、デブリ及びスラッジ用）１３）であり、Fig.5
に示す。デブリ等の撤去作業は、１９８４年７月に
���上蓋開放、１９８５年５月に上部炉内構造物を撤
去、その後、���上部に回転式遮蔽作業台設置し
て１９８５年１０月に燃料デブリの取出しを開始し、
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福島第一、１号機～３号機TMI- ２項目

BWR　MarK-I型PWR炉型

高燃焼度低燃焼度（運転開始後３カ月）燃料

現在：注入冷却しているが水位
確保ができていない。

事故後に回復、冷却。２２６分以
降、充填/高圧注入ポンプの運
転により炉心冠水が維持。

冠水維持

・RPV内
・制御棒駆動装置等の機器
・ドライウェル（DW）床
・圧力抑制室（S/C）内

原子炉圧力容器（RPV）内燃料デブリ等の存在位置

RPVフランジからDW床まで
約２５m

RPV内底部
（RPVフランジから約１２m）

遠隔操作によるデブリ等
の撤去範囲

蒸気乾燥器、気水分離器等あり少ない炉心上部の機器撤去

・炉内構造物
・PCV下部鏡部分の開口
・制御駆動装置等

炉内構造物
デブリ撤去に必要な機器
等の撤去

未定（１０年以内開始？）
事故約５年後
１９８５年１０月～１９９０年４月

撤去時期

Table 2 Difference of fuel debris removal condition between 
TMI-2 and Fukusima Daiichi NPP

Fig.3  TMI-2 core end-state configuration
Fig.4  Drill unit with supporting structure and 

equipment of TMI-2



１９９０年４月に完了した。
　燃料デブリの撤去には、溶融燃料物質の巨大な
岩のような塊のデブリを粉砕し、サンプル採取と
同様にコアボーリング装置を用い、円筒型キャニ
スタに回収し、炉外に取出された。また、水深
１２�下の炉内構造物の撤去は、���内の水中透明
度５０��以下と低く、最も困難な作業であった。このた
め５軸の遠隔装置が開発され、プラズマアーク切
断、回転研磨、研磨材入り水ジェットを併用し、マニ
ピュレータ制御システムにより行われた１０），１１），１２）。
　���－２の炉内物質量は、燃料４５トン、上部デブ
リ２６トン、下部デブリ１２トン、再固化物質３３トン、
ルーズデブリ＋再固化物質１０トンで、合計１３３ト
ンである。さらに現在でもデブリ等の残存量は
���内に約９００㎏、一次系内に約１３３��あると評
価されている１３）。
　炉内から取出されたキャニスタは、炉内から撤
去後に順次に輸送容器により１９９０年までにエネル
ギー省（���）アイダホ���施設に移送し、プー
ル内にウエット保管された。その後、キャニスタ
内を２０００年にドライ化し、２０００年から２００１年以
降、乾式貯蔵されている１３）。

３．１．２　原子炉上部の機器等の撤去（デブリ等撤
去前）

　�������	－Ⅰ型の原子炉には、���の��
ヘッドの上部に厚さ２�のコンクリート遮蔽体ブ
ロックがある。この遮蔽体ブロックの上部の線量
率は２号機で最大８８０�����である。このことは、
放射性物質が��上部からの漏れ、あるいは���
及び��内の機器汚染による線源が影響している
と考えられる。
　原子炉上部の機器の撤去手順プロセスの試案を
Fig.6に示す。デブリ等の撤去作業の最初の関門
は、��ヘッドの撤去に続く���蓋、���内の上
部構造物である蒸気乾燥器、気水分離器、シュラ
ウドヘッドなどの撤去である。これらの撤去作業
には、原子炉上部から既存の機器ピットまでの遠
隔撤去、撤去機器の細断を可能な設置を検討す
る。例えば、高線量下で高汚染機器の撤去である
ならば、原子炉建屋の燃料プラットホームに遮蔽
を考慮した汚染拡散防止カバーを設け、フィル
ター付き局所排気設備を設け、その中での重量物
の撤去、細断、撤去物の容器への収納を行う。
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Fig.5  Fuel & debris canisters of TMI-2

271 Fuel & Debris Canisters
10 Knockout Canisters

(for vacuum tools)
60 Filter Canisters
(water processing)



３．１．３　デブリ撤去概略
　デブリの撤去概略は、���内を水で冠水維持で
きる状態を仮定して、Fig.7に示すように���内
の炉内構造物と溶融したデブリ、���下鏡下の制
御棒装置等付着デブリ、格納容器下部のコンク
リート床上のデブリ等の順となる。次に撤去手順
に従い、概略を述べる。
①���内のデブリ等の撤去
　���上部構造物の撤去後に内部を本格調査・
評価に基づき、設計製作に反映させる。例え
ば、原子炉建屋の燃料プラットホームあるいは
���フランジ部にデブリ等遠隔撤去装置を設
置する。遠隔撤去装置及び切断ツールの設計、
選択には、３．１．１で述べたように���－２の経験

から学ぶことで、特に炉内構造物等の撤去技術
は重要な知見を与えている。

②���の下部鏡板の開口
　制御棒駆動装置等の撤去には、まず���の
下部鏡板に穴をあけて���下部の状態を観察
し、さらに大きな開口部を設ける。下部鏡板の
開口方法には、これまでの���解体撤去技術
が参考になる。特に被解体物に自由に対応でき
ることから、米国のランチョ・セコ発電炉の
���の解体撤去には、切断ツールとして研磨材
入り超高圧水ジェット用いている。この技術は
「ふげん」でも確証試験行われている。また、多
くの機械式切断ツールも有効である。

③制御棒駆動装置等の撤去
　制御棒駆動装置の撤去には、重量物であり、
１号機で９７本、２号機から４号機ではそれぞれ
１３７本と多く、遠隔解体撤去装置の開発が必要
になる。この部分にもデブリ付着が想定され、
その量の調査・推定評価が必要である。回収容
器の準備、デブリ等の分離、剥離装置も検討課
題となるだろう。

④��下部のデブリ撤去
　��下部のコンクリート床上に溶融した燃料
とコンクリートとで反応して生成した大量の物
質（����デブリ）の撤去には、���の下部鏡
板の開口部からマスト型遠隔解体撤去装置によ
りデブリ粉砕・撤去にコアボーリング等で行う。
特に、原子炉建屋の燃料プラットホームから
３０�以上深いことを考慮すると、遠隔装置の開
発は極めて厳しい条件である。

　上記の①から④の作業では遠隔解体撤去装置が
必要で共用化又専用化の選択、解体撤去冶具等の
適正な選択及び交換技術を開発・モックアップ試
験等で確認する。

３．１．４　燃料デブリ等の撤去に係る課題
　事故炉のデブリ撤去等手順を前提に安全性等に
関する課題を、���－２の事例を参考に列挙する。
①���の密閉、水封対策
　現在のロボット技術で格納容器の修理により
水封対策が検討されているが、原子炉プラット
ホームまで冠水できることが望ましい。ただ
し、水位が３０�を超えることからヘッド圧を考
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原子炉上部への遠隔撤去装置の設置
（遮蔽・汚染拡散防止カバー、

重量物撤去設備等）

RPV蓋の撤去

蒸気乾燥器、気水分離器等撤去

遮蔽ブロック撤去とスライド式遮蔽の
設置

DW・ヘッド撤去

原子炉上部の遠隔撤去装置の製作及び
炉外モックアップ試験

Fig.6  Tentatively removal process 
of reactor upper parts

(Preparation before debris removal)

デブリ等遠隔解体撤去装置の設置 

RPV内デブリ等撤去 

RPV下部鏡板に開口部開け

制御棒装置等とデブリ撤去 

RCV 下部コンクリート床上デブリ
（MCCI）の撤去 

本格内部観察、評価 

デブリ等遠隔撤去装置の製作及び 
炉外モックアップ試験 

Fig.7  Tentatively removal process of fuel debris



慮した漏洩トラブルに対するバックアップ対策
も必要である。
②内部観察技術の確立と実施（特に耐放射線対策）
③デブリの組成等の分析・評価
④臨界管理（���－２：高濃度ホウ素による管理）１１）

⑤水素対策（���－２：キャニスタ内に触媒ペレッ
トを添加して輸送、プールでの湿式保管中の水
素放出管理）１１），１３）

⑥デブリ回収キャニスタの開発（貯蔵・処理処分
等への総合評価を含む）
⑦デブリ撤去後の残存付着デブリ、スラッジ量の
評価とその後の除去対策

３．２　原子炉圧力容器（RPV）等の解体撤去
３．２．１　RPVの細断工法
　デブリ撤去後に長期安全貯蔵する方式と引き続
き解体撤去を進める方法がある。ここでは、後者
を選択することを前提で検討する。撤去手順とし
ては、���の内部観察に基づき詳細に計画し、例
えば、炉心シュラウド、ジェット・ポンプ、���
の各種の接続配管の切り離し、���の上部、放射
化レベルの高い中央部、下部の順に解体撤去する。
　���は、放射化している上に肉厚があることか
ら、特に解体が困難な構造物である。１９９０年の米
国のアルゴンヌ研究所の評価では、プラズマ等を
用いた熱的な切断方法が上位にランクされた１４）。
しかし、その後の実績では、炉内構造物と同様に
機械切断及び研磨入り超高圧水ジェットを切断工
法に採用している例がある１５）。
　���解体撤去方法には、���の上部、中央部
（放射化レベルの高い部分）及び下部は、例えば、
それぞれ数分割に輪切り切断撤去し、機器プール
内でバンドソーで細断して廃棄容器に収納する。
　���等の輪切り切断撤去技術には、熱的、機械
的あるいは超高圧水ジェット方式がある。米国の
ランチョ・セコ炉では、研磨材にガーネットを用
い５５，０００���の超高圧水ジェットで���を解体し
た実施がある１６）。また、ドイツのビルガッセン炉
の���（３２０トン）でも同様の工法で解体撤去す
る計画が進んでいる。特に、機械的切断工法は、
汚染飛散防止、切り粉の回収などの観点から有利
である。
　上記の遠隔解体装置等の設計、計画に当たって

����、諸外国での商業炉での経験等から参考と
なり、その知見を下記に示す１１），１７），１８）。
①切断時に、特に注意が必要なのはトーチノズル
と被切断材とのギャップ（スタンドオフ）を数
ミリ以内に保持できるかである。このことは、
研磨入り超高圧水ジェットの場合も同様で、ノ
ズルの保持機能の確保が大切である。

②汚染空気拡散防止には、作業エリア全体を覆
い、発生ガス回収処理装置により、エアカーテ
ンを形成して、放射性ダストやガスの回収する
方法が有効である。

③汚染物質の飛散低減効果は、����の例；水深２
�で１�１００、４�で１�１０，０００と評価されている。

④水中での機器除染には、ストリッパペイント塗
布が有効である。

⑤解体撤去時に一連の作業工程の中で廃棄体製作
まで行い、再度の解体処理を避ける。

３．２．２　RPVの分割工法
　廃止措置で特記すべき一つの工法は、コスト低
減、廃棄物低減、工期短縮の利点から���の一括
撤去方式の採用である１４），１５）。米国の���の実証
炉であるシッピングポート炉で実証された一括撤
去方式は、トロージャン炉に応用された。この方
式は、米国で廃止措置が完了した１２基のうち、小
型炉を含め７基で実施された。特に、トロージャ
ン炉（���型、１１０万���）では、炉内構造物を
含め内部に軽量コンクリートを充填して一体化
し、外部に���外側に鉄遮蔽を付けて処分場ま
で輸送し、埋設された。また、ドイツのグラスト
バルト発電所（５基）では、���を当初計画の細
断方法から一括撤去方式に変更した。容器に収納
した���は、現在、サイト内の中間貯蔵施設に保
管されている。
　上記の一括撤去技術を福島第一原子力発電所の
事故炉に応用する案を以下に示す。ただし、
���の���は、���に比べ大型であるため軽量
化する。���を放射化レベルの低い上部格子板
の上で���胴を切断して、上部と下部に２分割
する。���胴の下部には、放射化レベルが最も高
いシュラウドが溶接で固定されている。このシュ
ラウドを撤去せずに���下部の胴と一緒に廃棄
体にする。この廃棄体は、廃棄容器に���下部
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の胴部、シュラウド、上下格子板等を収納し、軽
量コンクリートを充填して一体化する。この方法は、
切断工程が少ない利点があるが大型廃棄体になる
ので輸送・処分の観点からの検討が必要である。

３．３　格納容器内の構造物の撤去
　格納容器（���）内の構造物等の解体撤去は、
���内残渣デブリ回収、冷却材再循環系等の機
器、原子炉一次遮蔽等の順となる。���内残渣デ
ブリ回収は、作業者の被ばく管理、廃棄物処分の
観点からブラスト、高圧ジェット等で撤去、洗浄
する。次に、冷却材再循環系等の機器、原子炉一
次遮蔽等を撤去回収する。原子炉一次遮蔽の撤去
には、ダイヤモンドワイヤソー等でブロック解体
撤去する。
　原子炉一次遮蔽のような放射化レベルの高い部
分のコンクリート構造物の解体撤去には、コア
ボーリングとダイヤモンドワイヤソーによるブ
ロック解体工法が評価される。軽水炉の生体遮蔽
は、鉄筋が多く、内側の部分が放射化しているた
めコンクリート構造物としては、最も解体が困難
な部分である。���型のトロージャン炉では、
ポーラ・クレーンの上に設けた遠隔で作業する重
機で解体した１９）。���型のグンドレミンゲン炉�
では、放射化レベルの高い内側の部分をダイヤモ
ンドワイヤソーでブロック状に撤去し、外側の放
射化レベルの極めて低い部分は制御爆破工法を適
用している２０）。フランスのガス炉の遮蔽体の解体
にはワイヤソーを用いたブロック解体工法での解
体計画が進められている２１）。

３．４　格納容器と原子炉建屋の解体撤去
　格納容器（���）のうち���の撤去は、トーラ
ス室の天井の一部を壊し、��撤去前に行う。
��撤去は、原子炉建屋と切り離して上から下に
向かって撤去する。最後に原子炉建屋マットを解
体撤去する。マット部分は、汚染水により汚染レ
ベルが高いことが予想される。��の撤去及び原
子炉建屋の撤去には、かなり汚染されていること
を考慮すると原子炉一次遮蔽体と同様にコアボー
リングとダイヤモンドワイヤソーによるブロック
解体工法が有効である。

４．廃止措置準備に向けての提言

　���－２事故、国内外の廃止措置からの教訓、各
種の技術開発の成果を参考に福島第一発電所の事
故炉の本格な廃止措置の取り組みについて８つの
提言にまとめ、次に示す。
（１）本格的な廃止措置の基本的な考え方を明確に
　福島第一原子力発電所廃止措置計画の基本的
な考え方を明確にし、関係者が認識を共有する。
研究開発の成果を年々反映する仕組みも必要で、
最終目標を明確化した放射性廃棄物の最終処分、
サイトの修復までのマイルストーンを定める。

（２）徹底した施設特性調査
　廃止措置計画の成功への最も重要な鍵の一つ
は、一にも二にも、継続的な施設特性調査であ
る。このことは�������廃止措置タスクグ
ループの格言になっている。現場の作業者、安
全管理者、研究開発に係る関係者に正しい状況
判断できるようにデータベース化、また、規制
当局等への報告に活用する。施設特性調査と
は、設計データ、施設建設記録データ、運転管
理データ、汚染状況調査、放射能インベントリ
評価、物量評価等であり、特に、格納容器内の
状況観察を優先する必要がある。その結果をシ
ナリオ検討、安全管理等に反映させる。また、
廃止措置のフェーズ毎に継続的に調査する。
フェーズが進むと調査結果が追加され、次の状
況が見えてくるので、必要に応じてシナリオ検
討及び安全管理方法を見直し、より合理的な廃
止措置計画に反映する。

（３）TMI－２事故、国内外の廃止措置経験等から学ぶ
　���－２では、溶融燃料物質（デブリ）撤去、
除染に関する先例のない技術的な問題を経験
し、これらに関して、多くの知見を得ている。
���－２原子炉事故の場合、原子炉圧力容器内
に冷却水が保持できたことから、福島第一原子
力発電所の事故がいかに厳しい条件か分かる。
それでも第一歩は���－２の事故対応から学ぶ
ことである。
　���－２最終廃止措置計画についての長期監
視貯蔵を選択した理由、最終解体の技術的課題
を含めた情報交換は、積極的に図るべきであ
る。
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　商業用軽水炉の廃止措置経験は、２０００年代に
大きく前進し、次世代に負の課題を先送りせ
ず、プラント経験者を活用することが得策であ
るとして即時解体撤去、安全貯蔵期間を短縮す
る例が多く、２０２０年頃までに廃止措置が終了す
る原子炉は２５基ぐらいになるだろう。これは、
シッピングポート、����、��－３などの実証
炉で解体技術などが商業炉に適用され、技術の
蓄積の結果であり、これまでの経験から十分に
学ぶべきである。

（４）柔軟性のある廃止措置シナリオの選択
　本報告のシナリオ検討では、第１案の現位置
での細断解体による試案を検討した。この他、
現位置での遮蔽隔離（安全貯蔵）＋解体、一括
撤去隔離＋解体などのオプションが考えられ
る。格納容器の遠隔ロボット操作による補修
は、冷却水が流れ、放射線レベルが高く、さら
に����－Ⅰ型の極めて複雑な構造であることか
ら、非常に困難である。その上、冠水維持に必
要な水位が３０�を超えることを考慮したバック
アップ対策も不可欠である。これらのことから
原子炉本体部分の解体に柔軟性のあるオプショ
ンを内部調査に基づき複数のシナリオを準備す
べきである。

（５）遠隔解体技術等の研究開発・準備を早く
　サイト解放までの廃止措置シナリオに促した
解体技術の調査、研究開発をすべきである。ま
た、随時の炉内遠隔観察結果を反映した計画が
必要である。現場技術者が主体となるモック
アップ試験装置のサイト内又は現地近くへの設
置及び同型炉による技術習得の場を利用した
モックアップ試験は必須である。

（６）総合的な廃棄物対策の準備・確立
①回収デブリ等廃棄物の処分オプションの選択
　���－２のデブリは、コンテナに回収、アイダ
ホ���施設に移送後にウエット保管、現在、ド
ライ保管中である。米国では、多分、直接処分
する。
　福島の事故炉の燃料溶融に伴う原子炉容器内
等に存在するデブリの再処理は、困難であるか
もしれない。直接処分のオプションとして、回
収・埋設容器、長期保管、輸送、処分等の技術
的な課題、また再処理と直接処分との比較した

経済的評価をする。
②事故炉の廃棄物分類の導入、規制区分の整理
　本格的な廃止措置の準備に向けて、事故処理
廃棄物と廃止措置廃棄物を含めると膨大な廃棄
物が発生すると推定されるだけに、解体撤去作
業と連動して廃棄物を処理する廃棄物総合対策
が必要である。事故時に散乱した瓦礫は、無人
重機により約２万�３分が大型コンテナ９００個に
入れ、２０１１年１１月までに回収されている。２０１２
年７月現在、約６万�３の瓦礫等の廃棄物がサイ
ト内に保管されている。通常の廃止措置であれ
ば���中規模炉（８０万���級）の解体廃棄物
は約２４万トン、また���小規模炉（５０万���
級）の解体廃棄物は約１５万トンと見積もられて
いる２２）。サイト内の汚染土壌・コンクリート等
も発生する。これらのことから事故炉４基の廃
棄物は、事故による汚染分を含めると２００万ト
ンに達するかもしれない。
　これらの廃棄物は、従来の区分では対応困難
と考えられる。放射性廃棄物の処理処分を考慮
した事故炉の廃棄物分類を整理する。また、放
射性廃棄物の低減、廃棄物の再利用による資源
の有効利用の観点から条件付きクリアランス基
準の制定、最終処分方策を考えた処分基準を検
討すべきである。
③放射性廃棄物の処理・リサイクルセンター構
想の準備
　放射性廃棄物の処理センター・リサイクルセ
ンター構想は、廃止措置を的確に迅速に進める
には有効であるため早期に検討する。これらの
施設は、原子炉の事故収束・廃止措置から発生
する放射性廃棄物の処分量の低減による処分コ
ストの削減、資源の有効利用の循環型社会の形
成の観点から重要である。
　センター構想には、日本原子力機構（����）
の廃棄物処理技術、ドイツ、フランス、ス
ウェーデン、米国等の処理センターでの分別解
体、除染、溶融処理装置等の処理技術、及び廃
棄物のリサイクル技術と実績が参考になる。
また、これまでの地元の産業廃棄物処理・リサ
イクルセンターでの経験は貴重である。そこで
福島県及び地元自治体の意向、地元一般産業廃
棄物リサイクルセンター等の現状を調査し、地
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元企業の参加を推奨したい。
④専用処分場の確保
　放射性廃棄物の処分場の確保は、���汚染を
含む放射性廃棄物が膨大であることから最優先
で取り組む必要がある。処分施設については、
従来のコンクリートピット及びトレンチ処分に
こだわらず、例えば、深さ１００�以上の大型立抗
処分概念など検討に値するかもしれない。多く
の廃止措置経験から放射性廃棄物の行き場所に
困り、プロジェクトの停滞、停止に陥りやすい
と言われている。

（７）迅速に対応できる組織と人材の確保
　迅速に対応できる廃止措置に係る組織と人材
の確保は不可欠である。廃止措置プロジェクト
成功の鍵は、現場での作業者の係る要素に負う
ところ大きいので、結局、的確な人材の確保で、
人材育成プログラムが必要である。そのために
は、例えば、すでに廃炉に入った浜岡１号機及
び２号機の原子炉本体の解体は、福島第一原子
力発電所と同じ�������	－Ⅰ型であるだけに
早く実施することを推奨したい。米国のメイン
ヤンキー炉（９０万���）は、永久停止から約８
年間でサイト解放を実現した例から、もはや長
期安全貯蔵を続ける理由は見当たらない。ま
た、現在実施中の東海発電所及び「ふげん」の
廃止措置の今後の経験を十分に活用する。さら
に長期戦略を考える支援組織を整備することで
ある。研究者、専門技術者による支援組織につ
いては、���アイダホに設けられた���－２プ
ロジェクトチームによる経験が参考となるであ
ろう。

（８）適切な廃止措置規制の整備
　福島第一原子力発電所の事故炉の廃止措置で
は、多分、現行の廃止措置規制の適用が無理で、
柔軟な対応が求められ、特例法に基づく規制が
必要かもしれない。安全確保を図るとともに、
かつ現場の負担の軽減化を考慮すべきである。
例えば、
○現地（県）に規制事務所を設け、迅速に処理
できる体制　
○前もって判断基準を設け、現地の規制事務所
長の判断で処理するシステムの構築　
○廃止措置認可申請、確認システムに代わる規

制案の検討　
特に、安全確保を必要とする工事の事前評価、
確認に重点を置く。

○使用済燃料及び回収デブリ等に関する規制の
整理・検討

○国及び地方自治体への報告：データシステム
による簡素化、透明性の確保、廃止措置計画
の変更は、多く発生すると予想される。

　���－２の事故炉では、初期事故収束時、安全
貯蔵措置、監視安全貯蔵期間及び最終解体時期
に区分される。これらの期間の���の規制に
ついて調査し、参考にする必要がある。

５．むすび

　本報告は、廃止措置戦略の議論に少しでも役立
つことを願い、福島第一原子力発電所の事故炉の
燃料デブリの撤去とその後引き続き実施する現位
置での細断解体による廃止措置シナリオ試案を中
心に、また廃止措置に向けての提言をまとめて述
べた。
　福島第一原子力発電所の廃止措置は、３０～４０年
間かかると言われているが、日本の技術力を発揮
して世界に発信できる挑戦的な仕事と捉え、今か
ら十分に準備すべきである。それには、最初の第
一歩は、���－２事故、既存の技術（経験）等か
ら十分に学び、技術の組み合わせを考え、そこか
ら新しい「価値」ある技術を生み出し、戦略、方
針を構築するのが得策である。
　廃止措置プロジェクトの着実な実施には、人的
な要素が非常に影響することから、過去の廃止措
置プロジェクト、事故炉の処理経験等から十分に
学び、また、遠隔解体技術の習得には現地にモッ
クアップ試験センターを設けるなど準備し、長期
のプロジェクトに耐える人材の確保と人材の育成
システムの構築が必要である。
　福島第一原子力発電所の廃止措置計画は、作業
従事者の放射線防護、労災等の徹底管理を第一と
し、また環境への放射性物質の放出抑制対策を十
分に行ない、周辺地域の人々に信頼されるものに
すべきである。そのためには廃止措置の道筋を早
く確立することで、隔離遮蔽を含めた他の廃止措
置シナリオを検討し、バックアップシナリオを含
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めた全体像を示すことが大切である。また、廃止
措置を計画的に実施するには、事故収束対策廃棄
物及び解体廃棄物が膨大になることが予想される
ことから、処理、保管から処分までの廃棄物総合
対策が重要な鍵の一つである。廃棄物対策では、
データを整理し、特に、処分場確保までの試案に
基づく、透明性のある議論ができ、早期の計画立
案の構築が不可欠である。
　最後に、現地での厳しい環境の中で事故収束に
当たられている方々の努力に、心から感謝申し上
げたい。
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＊：財団法人　原子力研究バックエンド推進センター
　　（�������	
���	
������������������������������	�
������

�
���	��

�
����	�����（������））

　放射性物質に汚染された瓦礫、原子炉等の建屋及び施設設備、炉内構造物、汚染水処理で発生した二次
廃棄物等の事故に伴い発生した放射性廃棄物及び燃料含有物質の処理処分等の管理に関して、国内外の分
類方法や事故炉の対応経験に照らし、発電所サイト内での処理処分を念頭にこれらの廃棄物の新たな分類
を行なった。さらに、分類した廃棄物に対応する処理及び処分概念を検討した。燃料含有物質や高線量廃
棄物を含む全ての放射性廃棄物はサイト内で地層処分を含む最終処分を図るとともに、分類に基づく処分
施設の負担の極小化を図るため、廃棄物の除染、減容、廃液固化処理が必須となるため、これらの廃棄物
処理施設は例えば、タービン建屋を除染・整備し有効利用することも考えられる。処分概念としては、例
えば、瓦礫は現行の浅地中ピット処分、高線量の燃料含有物質は適切な深度の地層処分が妥当である。こ
れらの措置は廃止措置活動が開始される以前から対応しておくことが期待される。
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福島第一原子力発電所事故炉の廃止措置準備に向けて
（２）事故から発生する放射性廃棄物管理の方策

Toward the decommissioning of Fukushima Daiichi accident reactors
(2) A measure of waste management of radioactive waste arising from the accident

Yuji ENOKIDO
＊１ and Susumu SHIBUYA

＊１

榎戸　裕二＊１、澁谷　進＊１



１．はじめに

　東京電力福島第一原子力発電所の炉内燃料の溶
融は、本来、第一障壁で封じ込めるべきであった
核燃料物質と全ての核分裂生成物（��）を原子炉
圧力容器（���）、格納容器（���）、原子炉建屋
（��）及びタービン建屋（���）全域に拡散させ
た。その結果、発電所自体が放射性核種で汚染さ
れた巨大な放射性廃棄物となり、復旧作業やその
後の本格的廃止措置活動に支障となっている。廃
止措置に向けた中長期ロードマップにおいては
２０１２年度に放射性廃棄物の処理処分に関する研究
開発計画の策定を図り、引き続き、廃棄物の性状
把握、物量評価等及び廃棄物処分の最適化研究を
行なうこととしている１）。多種多様かつ膨大な発
生量が予想される廃棄物の円滑で迅速な処理及び
恒久的な処分方策が同時に進まない状況では本格
的廃止措置活動は不可能である。廃棄物を単に
「適切に保管・管理する」だけでは、結果的に負債を
次世代に残すことになる２）。国も東電も関係者全て
が現時点でこの概念を共有し対処する必要がある。
　（財）原子力研究バックエンド推進センター
（「������」という。）は、核燃料サイクル関連
施設（発電所、再処理施設、核燃料施設等）の廃
止措置及び研究機関等が発生する研究所等廃棄物
に関して（独）日本原子力研究開発機構（「����」
という。）が事業主体となって開発を進める処分施
設において����以外の事業者等から廃棄物の収
集・保管・処理を行なう立場から、国内外の高、
中低レベル廃棄物また���廃棄物管理について
調査研究を行なっている。
　本調査研究の目的は、福島第一原子力発電所サ
イトにある廃棄物及び今後発生する二次廃棄物も
含め、放射性廃棄物の処理処分を念頭にした合理
的な分類の基準検討、処理方法及び埋設処分の概
念を検討し、サイト環境の速やかな回復と放射性
廃棄物の蓄積によるサイト内外への長期的影響を根
本的に回避する方策の検討に資することである。現
在、放射性物質のインベントリ、物理・化学形態、アク
セス方法等幾つかの点で解明されてない部分があ
るため、幾つかの点で具体的方策が提案できない
が、海外での事故炉の経験を含む現時点での情報
からサイトの廃棄物管理の一方策を紹介する。

２．発電所内の汚染状況と廃棄物管理

２．１　汚染状況と事故由来廃棄物
　水素爆発によって１、３及び４号機の原子炉建
屋の損壊、１、２及び３号機の格納容器等が損壊
した。Photo 1に事故直後に撮影された建屋損壊
及び建屋周辺の瓦礫の状況を示す３）。燃料溶融に
よって��であるセシウム（��）やヨウ素（�）等の揮発
性物質は���及び���から、発生した水素ガスとと
もに建屋全域、特に建屋上部に移行した。爆発によ
り��と���周囲に飛散した瓦礫からは、高濃度の
��－１３４及び��－１３７が検出された。���及び���
には大半の燃料、燃料含有物質（燃料デブリ）、非溶
解性��、放射化物などが存在する。核燃料、放射
化核種及び��を含む冷却水は損壊した���及び
���から漏洩し、各建屋地下に高線量の汚染水と
なって滞留している。滞留汚染水の除染、精製・循
環装置からは使用済の吸着材や樹脂等の高線量の
二次廃棄物が発生し蓄積されている。以下に主な
場所ごとに顕在する放射性廃棄物を分類する。

（１）原子炉建屋周辺の瓦礫
　��の天井、壁、柱等が水素爆発で損壊し、その
瓦礫がサイトの広い範囲に散逸した。膨大な物量
と巨大さ及び高放射線量のためで炉心冷却、使用
済燃料プールの冷却等の事故炉に係る緊急作業に
大きな障害がでた。最大０．３～０．９����の瓦礫が
あった。また、大きさは最大直径５～６�（３号
機のタービン建屋屋根の穴）はある。当初、瓦礫
による建屋周辺の空間線量率は数ｍ����～数十
ｍ����であったが、瓦礫は２０１１年１１月までに概
ね回収・撤去され、サイトの所定の保管場所で保
管管理されている。周辺の空間線量率は１�８程
度に低下し、現在１～２�����となっている。瓦
礫の量は約２万�３で一部は鋼製のコンテナに収
納され、一部はテントの中に集積されているが、
スカイシャイン防止のため上部は今後覆土する予
定である。保管のため相当な面積を占めている。
殆どがコンクリートと爆発でせん断された配管、
鉄筋・鉄骨、アングル等の鋼材である１，４）。

（２）原子炉建屋の建物構造物と機器設備
　地上階の各室では汚染により高い線量率となっ
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ているが、��以外の核種は少ないと考えられてい
る。��は建屋の床、壁面、天井等の建屋構造物、
機器・設備、配管等に表面から内部にも浸透して
いる。４号機の建屋は一時的には立入り可能であ
るが、１～３号機に関しては建屋内部への立入り
は困難となっている。特に２号機では線量が著し
く高い。この領域では、照射燃料の直接的影響は
殆ど無いものと思われるが詳細は不明である。
��では��表面汚染が中心である。

（３）原子炉建屋、タービン建屋地下の汚染水と
建屋構造物

　高崩壊熱を有する燃料（メルトダウンした）の
冷却水は、損壊した���から落下した溶融燃料
が堆積している���へ、さらに損壊した���と
圧力抑制室から��と���の地下室に流出し滞留
している。１号炉の建屋一階の床は２０１２年７月時
点で概ね８０～１００ｍ����程度の線量を記録してい
る。その他の近辺への立入りも困難である。汚染
水の放射能核種については����の２０１２年６月の
報告によると、廃棄物処分を検討する上ではγ核

種では��－６０、��－９４、��－１３７他、β核種では��
－９０、α核種では�、��、��及び��の各同位体が
含まれる。１号機建屋の地下水の水面での空間線
量率は１０����となっている（６月２６日東京電力発
表）。滞留水中には、流出した燃料片や��の混濁
した高放射能のスラッジも沈殿し、処理される汚
染水に比し高濃度であり、コンクリート製建物や
金属製の設備・機器には汚染核種の浸透が予想さ
れる。従って滞留水の除去後にはこれらの地下部
では場所により極めて高い放射能濃度の放射性固
体廃棄物が大量に発生する。この場合は乾式及び
マニュアルでの除染は当面不可能である。

（４）汚染水処理に伴うセシウム吸着材及び関連
機器・設備

　汚染水処理は、米国������社とフランス
�����社製装置を直列運転する設備及び東芝
�����社製の�����の２つの装置により脱塩、
不純物除去、セシウム除染が行なわれ、精製水を
冷却水として再利用できるようになり、現在安定
した冷温停止ができている。これらの装置の詳細
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Photo 1  Aerial view of Fukushima Daiichi NPP site immediately after hydrogen explosion
　　　　(Graphic Science Magazine Newton　June 2011)



及び運転から発生する二次廃棄物（吸着塔や消耗
資材等）の対応に関しては文献５に記載されてい
る５）。使用済��吸着塔、イオン交換樹脂等の放射
能レベルは不明あるが、現在容器に収納され安全
に保管されている。しかし帯留水の線量レベルか
ら処理装置とこれらの消耗資材には��以外の放
射性物質も存在する可能性はある。文献１によれ
ば現在、水処理後の水に含まれる放射性物質濃度
を一層低くするために多核種除去設備の設置と運
転準備が行われている。

（５）原子炉容器、格納容器内の燃料含有物質（燃
料デブリ）

　最大の関心は溶融した燃料を含む核燃料の存在
場所、飛散範囲、インベントリ、燃料デブリの組
成等の物理・化学的形態である。再臨界防止、回
収・撤去の方策、収納容器の遮へい・除熱の検討
等、安全対策及び撤去後の処理・処分方法の最適
化に燃料デブリ状況把握が欠かせない。しかし、
���内の放射線量は数十����以上で内部の調査
は未着手である。
　１号機では、４００体の燃料集合体、２及び３号機
では５４８体の燃料集合体が装荷されていた。燃料
集合体は炉心支持板及び上部格子板で支えられて
いる。炉心水平断面で見た場合炉心を構成する物
質としては��２、��－２合金、�４�、���３１６�鋼
及び同３０４鋼である。各材料の融点をTable 1に示
す。平均燃焼度２万�����程度では、��２燃料
の融点降下は��生成量や化学量論的に無視でき
る。溶融燃料が堆積した炉心下部では、溶融範囲
が増加し、複雑な溶融体の化学反応が可能とな
る。制御棒駆動機構に堆積した高温の燃料デブリ
（合金�化合物、混合物）は同機構の隙間或いは
���の底の厚板鋼板を溶融させ、さらに���内
に落下した。この結果、���内には燃料デブリ

（ジルカイロやステンレス鋼との反応物含む）、さらに
���の底にはコンクリートと反応し生成された
溶岩状燃料デブリがあり、未溶融燃料、被覆管内
に留まっている燃料ペレット、溶融固化した放射
化金属、金属破片、多くの核分裂生成物があり、
現状は回収不可能な高放射能線源となっている。
　事故炉の燃料デブリは、���－２（���型）及
び�������	
�４号機（黒鉛減速圧力管型軽水炉）
原子力発電所の例がある。���の損壊を免れた
���－２では、燃料撤去前に装荷燃料全９４トンの
９９％が残存しているものと推定された。燃料撤去
時と後の調査では、１１２５��の残存燃料がありその
内訳は���内には９００��以下、１３３��が炉外の冷
却系に移動、また、７５��は冷却系以外の原子炉建
屋内（配管等）、さらに約１７��が付属及び燃料取扱
い建屋に存在した。���内の９００��のものは微粒
子となって撤去時に到達できない穴、クレビス、
コーナーに固着し存在した６）。
　もう一つの事故炉である�������	
�４号炉で
は、現在でも、原子炉内の多くの核燃料の存在場
所が分からず、炉内部の正確な状況も分かってい
ないが、溶岩状の燃料デブリ、溶岩状燃料を含有
した混合物等、通常の燃料破損状態のほかに、高
温状態を想起させる物性が確認されている７）。
　これらから、福島第一４号機を除く原子炉では
冷却・計装配管系系統には溶融に伴う燃料デブリ
や構造物の破片等が飛散していることが考えられ
るため、原子炉放射能の特性評価を行なう際には
特に考慮すべきことである。

（６）二次廃棄物及び雑多な廃棄物
　福島第一原子力発電所のサイトには緊急時措
置、冷温停止準備、作業環境確保の作業と除染並
びにロードマップに基づく復旧作業により発生し
た大量の放射性廃棄物が仮保管されている。この
中には、放射能濃度の低い放射線防護具や衣装等
の消耗品から建屋環境整備のための資材等の二次
廃棄物（水処理で発生するものを除く）の適切な
仕分けと処理が求められる。作業環境の確保、廃
棄物管理の過程でも二次廃棄物の大量発生が予想
される。一部、焼却設備による減容が必須となっ
ている。
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融点（℃）名　称略　称

２８５０二酸化ウランUO２
１７６０ジルカロイ－２（４）Zr－２（４）

２４５０炭化ホウ素（濃縮）B４C

１４００低炭素ステンレス鋼SUS３１６

２２００コンクリートConcrete

１５３０鉄筋Steel

Table 1  Melting points of relevant materials



（７）サイト周辺及び敷地の土壌
　「敷地内除染技術の適用試験」（平成２４年６月２５
日東京電力の資料）では、①舗装面除染及び②草
地の除染結果が適用技術の評価も含め公表された
が、広大なサイトの総合的な除染は未着手であ
る。作業区域での早期の除染が求められるが、そ
の際発生する廃棄物の濃度及び除去土壌への対応
が不可欠となる。上記資料によれば草地の表面で
は１００μ����程度となっている（福島第一原子力
発電所内の１００μ����を超える場所「特定施設等」
での除染では従来の放射線障害防止例が適用され
る。）サイトの土壌（コンクリートマットを含む）の
放射線の影響から作業従事者の年間許容被ばく線
量は容易に越える恐れがある。この場合、土壌の
放射能濃度は簡易評価で数十万�����を越えると
予想される。（平成２３年厚生省令第１５２号（除染電
離則）に基づく「除染等業務特別教育テキスト改
定版（平成２４年７月）」。サイト内の草木、舗道の
除染で発生する高いレベルの除去廃棄物の管理も
極めて重要なものとなる。ロードマップでは、
２０１２年度内に追加的放出と保管廃棄物（水処理二
次廃棄物、瓦礫等）による敷地境界の実効線量を
１ｍ���年以下とするが、土壌からの放射線量は
大きく、作業従事者の放射線環境が大きく改善さ
れるわけではない。なお、環境省第三回環境回復
検討会（平成２４年１２月１１日開催）資料によれば、
上記レベルの放射能濃度の土壌はピット処分タイ
プの遮断型中間貯蔵施設相当のものとなる。

２．２　事故由来放射性廃棄物の特徴と管理経験
　上述の放射性廃棄物とその存在場所から廃棄物
の特徴及び同種廃棄物のこれまでの管理経験をま
とめる。
（１）計画的に運転停止した原子力発電所と異な
り、敷地内の土壌も含め発生する殆どの部材は
現時点（基本的には仮保管状態）では、高濃度
に汚染された放射性廃棄物である。また、その
中心的な汚染核種は��－１３４及び��－１３７で放射
能は３０年で１�４程度に減少する。

（２）福島第一原子力発電所４機の解体廃棄物の
物量は１００万トン程度（���の電気出力換算）
と推定され８）、ドイツのグライフスヴァルト発
電所（���）の５つの原子炉解体から発生する

非放射性廃棄物を含む全廃棄物量１６０万トンに
匹敵する膨大なものである。���で最終的に
処分される放射性廃棄物はそのうち高々２％程
度（数万トン）であるのとは状況が根本的に異なる。

（３）事故処理、冷温停止、作業環境整備、廃止措
置準備及び解体廃棄物の処理過程で発生する二
次廃棄物（追加機器・設備、輸送容器、追加的
建造物、消耗部材等）の推定が困難であるが、
追加的建造物を中心に可能な限り廃棄物を発生
させないことが必須となる。（投入機材の信頼
性、操作性、耐久性、効果性をモックアップテ
ストで徹底的に確証することが最重要である。）

（４）土壌や二次廃棄物量を含めて推定２００万トン
以上の高線量廃棄物の全量を既存の施設設備で
埋設処分することは不可能である。わが国六ヶ
所低レベル放射性廃棄物埋設センターの処分容
量６０万�３を超え、世界最大級の８０～１００万�３の
処分容量を有するフランスのオーブ及び英国の
ドリッグの各低レベル廃棄物処分場の受入れ可
能な全容量にも匹敵あるいは超える物量となる９）。

（５）燃料デブリに対する安全評価（臨界、遮へ
い、発熱、輸送等）を含む管理と処分方法の基
準設定が必要である。���－２の事故後の燃料
撤去時の臨界安全評価では、非ホウ酸水系での
臨界質量は保守的に１４０��が採用された。従っ
て、デブリ等の回収容器の基準はこの数値に基
づいて実施できる６）。一方、チェルノブイリ４
号機事故では、燃料デブリの存在位置や状況は
未だに十分把握されておらず、石棺（��������	
���）を覆う新規のドーム設置後に詳細な調査と
遠隔撤去が行なわれる予定である７）。これらの
燃料デブリ物質の取扱い実績や再処理、照射後
施設での燃料、高レベル廃液等の管理実績を十
分反映した準備作業が期待される。（本号、前
論文（�．２７）参照）

（６）原子炉建屋とタービン建屋内部ではいわゆ
るマニュアル作業（０．２�����以下）の許され
る環境は少ない。基本的には遠隔操作による作
業環境の整理、解体、廃棄物の撤去・収納が不
可欠である。

（７）全建屋・施設の損壊状況から当面は使用済燃
料プール内の燃料撤去を第一優先とするもの
の、その後は損壊した建屋の除染、部分解体及
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び施設機能の暫定的修復とともに、解体（廃止
措置）では除染と解体で発生する高線量かつ大
量の廃棄物の移動、仕分け、処理（除染、裁断、
減容）、容器収納、貯蔵・保管、発送、放射線管
理について十分な設備と物流の見通しを持って
実施することが必須である。

（８）福島第一原子力発電所の放射線環境、廃棄
物の状況にはわが国では未経験の分野がある
が、個々の技術を考慮すると、（５）項目以外の
部材は基本的に全て表面汚染されたもので、既
存の技術によって除染できる。（５）項目の燃料
デブリとその廃棄物の取扱い技術は、過去数十
年間の国内外の原子力分野で培った遠隔操作技
術の応用により可能となる（本号、前論文（�．
１４）参照）。原子炉内燃料残材撤去には大型遠隔
解体技術と経験があり、原子力発電所や再処理
施設、照射後試験施設の補修や廃止措置経験か
ら手順と適用すべき技術の要点が浮かび上がる。

２．３　放射性廃棄物の分類の考え方
　核燃料サイクルから発生する放射性廃棄物の区
分、形態、特徴、主要核種と最大放射能濃度、処
分概念等が、原子力安全委員会放射性廃棄物・廃
止措置専門部会（平成１９年４月２６日）で纏められ
ている。Table 2にその要点抜粋を記す。
（１）サイトの汚染状況から、汚染瓦礫の処分概
念は「放射能レベルの比較的低い廃棄物」とし
て「ピット処分」から「放射能濃度の極めて低
い廃棄物」として「トレンチ処分」のレベルに

ある。仮に、サイト内の汚染瓦礫がそのまま固
体廃棄物として２００�ドラム缶に収納され、そ
の表面線量率が１�����程度としても簡易な
評価として、セシウム濃度は��－１３７に対して
は１�＋９������以上となり「トレンチ処分」
に係る濃度上限推奨値を１桁上回る（平均濃度
的には２～３桁上回る）。このため仮保管中の瓦
礫の処分は、コンクリート構造体で囲まれた
ピット処分（平均濃度的には１�＋１２～
１３������）概念の埋設を行なうのが妥当である。

（２）滞留汚染水の浄化装置の高い放射能除去性
能を考慮するとセシウムの吸着塔、イオン交換
樹脂、フィルター等の消耗機材及びパイプライ
ン関連設備の設備は通常の発電所廃棄物の「放
射能濃度の比較的高い廃棄物」に属し、処分概
念は「余裕深度処分」となる。この廃棄物分類
では、平均放射能濃度的にはβ・γ核種１�＋
１３～１４������、α核種１�＋１０������程度許容
される。α核種の濃度によっては���廃棄物
となり、そのレベルに応じ処分概念は大きく変
化するため、遮へい付き容器でのハンドリング
や埋設処分が求められる。

（３）原子炉内に残された放射化された炉心構成
要素や炉内構造物、生体遮へい体等の放射性廃
棄物が存在する。これらは、「放射能濃度の比
較的高い廃棄物」に属するが、福島第一原子力
発電所では、単なる放射化部材（除染前）とし
分類されるものはく、核燃料（α核種や���核
種）及び��で汚染されたものと考えるべきで
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処分概念
最大放射性物質濃度

（Bq/ton）
廃棄物の特徴廃棄物の形態廃棄物の形態

（地層処分）
地下３００m以上安定な地下深部に埋設し人工、
天然バリアーで人間の生活環境から隔離

α核種：１E＋１４
β・γ核種：１E＋１６

放射性物質の濃度が高く発熱量も
大きい

再処理施設で分離された核分裂生成物や原子
番号が８９以上の核種を含む液体及びそのガラ
ス固化体

高レベル放射性廃棄物

（余裕深度処分）
深度（地下５０～８０m）でコンクリートピットと
同等の核種封じ込め機能のある人工構造物に埋
設

α核種：１E＋１１
β・γ核種：１E＋１５

β・γ核種濃度は放射能レベルが
比較的低い廃棄物用理数桁上回る

強く放射化した制御棒等の炉心構成要素、炉内
構造物等

放射能レベルの比較
的高い廃棄物

原
子
炉

低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物

（浅地中ピット処分）
浅地中（地下数m）に設置したコンクリートピッ
トの人工構造物に埋設
Cs－１３７の濃度上限値（推奨値）は１E＋１４Bq/ton

α核種：１E＋１０
β・γ核種：１E＋１３

放射性物質の濃度が比較的低い
使用済樹脂、運転中の濃縮廃液、金属廃材、
焼却灰等

放射能レベルの比較
的低い廃棄物（均質
固化体、充填固化体
等）

（浅地中トレンチ処分）
浅地中（地下数m）トレンチに埋設
Cs－１３７の濃度上限値（推奨値）は１E＋８Bq/ton

α核種：１E＋７
β・γ核種：１E＋１０

β・γ核種濃度は放射能レベルが
比較的低い廃棄物より数桁下回る

コンクリート廃材や金属廃材
放射能レベルの極め
て低い廃棄物

放射性物質の濃度に従って地層、余裕深度又は
浅地中処分

α核種：１E＋１３
β・γ核種：１E＋１５

β・γ核種濃度は放射能レベルが
比較的低い廃棄物より数桁上回る

超ウラン核種（TRU核種）を高レベル放射性
廃棄物以外のもの（例、ハル、エンドピース、
樹脂、濃縮廃液、金属やコンクリート廃材等）

TRU廃棄物

放射性物質の濃度に従って地層、余裕深度又は
浅地中処分

α核種：１E＋１０
ウランの子孫核種により放射能が
数万年後にピークとなる

ウランを含む加工施設の廃棄物ウラン廃棄物

産廃と同等の処分、再利用クリアランスレベル人の健康へのリスクが無視できる放射能濃度が極めて低い廃棄物
放射性物質として扱う必要が
ないもの

Table 2  Classification of radioactive waste and disposal routes in Japan 



ある。このため、「余裕深度処分」相当であると
しても、ウランや���核種の濃度がかなり高
いことが予想され、地層処分相当までの範囲で
幾つかくの区分での安全評価が求められる。

（４）核燃料、燃料デブリ及びそれらに汚染され
た廃棄物が属する分類であるが、現時点ではそ
の分類化は困難である。破損した燃料、溶融し
化合物・混合物となった燃料デブリ、コンク
リートと反応した溶岩状燃料デブリ、雑多な混
合物、金属類、組成も構造も多様な物質を遠隔
回収することになるが選別は不可能である。回
収物を核燃料であると分類すれば、使用済核燃
料物質としての安全評価が求められる。例え
ば、遮へい性能、密閉性、臨界質量１４０��以下で
の管理、２����３以下の発熱量規制が埋設処分
には考慮される。しかし、Table 2にはそれに
相当する適切な分類は見当たらない。現法規に
準じた規制では過大評価又は過小評価となりう
る。当然ながら、使用済燃料の一部を放射性廃
棄物と宣言した場合には、使用済燃料及びその
燃料含有物質は放射性廃棄物となり、「直接処
分」も選択肢となる。結論的に、燃料含有物質
に対しては実質的に再処理しない（できない）
「燃料含有廃棄物」として直接処分的な深地中地
層処分概念の目指すのが妥当と考えられる。
　　一方、１号機から４号機の各使用済燃料貯蔵
プールにある使用済燃料は廃棄物として分類さ
れるものではなく、供用施設の水プールに移さ
れ、その後中間保管され再処理される。
　　しかし、破損燃料や健全であっても表面汚染の
恐れのある燃料集合体を一時的に数千体管理す
る経験は世界的にも再処理施設以外にはなく、特
に損壊した原子炉に隣接する位置ある供用施設に
対しては過酷事象への厳格なストレステストの評価
とそれに適合する設備対応が急務と考える。

（５）これまでの事故後管理及び今後の廃止措置

準備及び廃棄物処理等により発生する消耗品、
保護着、防護具、雑多な廃棄物（可燃性、不燃
性）とともに、仮設、常設の緊急時対応設備等
の二次廃棄物がある。これらは除染、焼却、減
容により処分負担の大きな比較的容易に軽減が
可能なものである。これらは、原子炉の運転中
発生する場合には「放射能濃度の極めて低い廃
棄物」（トレンチ処分相当）または「クリアランスでき
る廃棄物」（規制解除されたもの）であるが、濃縮さ
れた焼却灰等もふくめ「放射能濃度の比較的低い
廃棄物」（ピット処分相当）となる恐れもある。

（６）前述のようにサイトの土壌（草地）の線量は
地上１��高さで１００μ����であり、１０��の剥
ぎ取りによって８０％程度減少した。２０��まで
の天地返しでも同等の効果が得られている。厳
密ではないが１００μ����の土壌の放射能濃度簡
易評価として３０万�����（３�＋８������）程
度以上となり、トレンチ処分の濃度上限値と同
程度となる（トレンチ処分はできない）。

　　この場合、土壌の剥ぎ取りと客土、または土
壌の上下入換えにより復旧とその後の廃止措置
活動での作業従事者の被ばくを大幅に低減させ
ることは可能であり、励行される。土壌を１０��剥
ぎ取りの場合、単純に２０万�３以上の土壌を除去
し、ピット相当処分（遮断型保管）することになる。

３．チェルノブイリ原発の廃棄物管理状況

　チェルノブイリ原子力発電所４号炉の現況は本
誌第４４号（２０１１年９月）に紹介した。８）２００７年の
ウクライナ政府の登録データによれば、４号炉の
石棺内及びサイトには固体廃棄物として７．４�＋
５����、液体廃棄物として１２．７���の放射能があ
る。Table 3に４号炉石棺内外の放射性廃棄物の
物理的形態、廃棄物区分、放射能量等を示す。
１９８６年４月の事故直後に完成した石棺の老朽化か
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核　　種
（％）

全放射能
TBq

容　　量
m３

放射能区分物理的状態放射性廃棄物の形態

混合した核種
（U、Cs、Sr，Co、TRU核種、
Pu、Am、他）

７４０，０００
（２０MCi）

５３０，４００～１，７３７，４００
中レベル及び
高レベル

未使用及び使用済燃料集合体、
溶岩状の燃料含有物質、粉じ
ん、金属機器、建物・鋼材、等

事故と緊急事故対応によ
り発生した石棺内部及び
サイトの固体廃棄物

混合した核種
（U、Cs、Sr、Co、Pu、他）

１２．４
（３３５Ci）

２，５００～３，０００
（雨水の影響を受ける）

中レベル及び
定低レベル

放射性液体廃棄物
事故後に発生した石棺内
部の廃棄物

Table 3  Radioactive waste locate in the Chernobyl NPP Unit 4



ら、現在新しいドームが建設中である。その計画
段階で石棺は最終処分場施設化することが検討さ
れたが、損壊したプラントの内部の正確な状況把
握ができず、再臨界、浸水・漏水、建屋崩壊等の
リスクを抱えた最終処分場は国際社会から否定さ
れた経緯がある。原子炉を含む石棺内部の燃料や
���（燃料含有物質）等の放射性物質も撤去され
ておらず、���を安全に撤去することが環境安
全確保の前提となっている。当面は新ドームの建
設によりこれらの放射能のソースタームを封じ込
めることが最大の課題である１０）。なお、事故後の
石棺建設時にはサイトの土壌の放射能濃度が極め
て高く、石棺建設作業及び運転中の３号炉への影
響を少なくするために地面から１．５�高さの盛土
を行っている１１）。
　事故により発生した放射性廃棄物は現在以下の
場所にある１２）；
（１）４号炉石棺
（２）廃棄物処分場（����）：����������、����
������及び�������	
��

������Ⅲ

（３）廃棄物一時保管場（�����）
（４）発電所の工業区域及び隣接区域内の自然及
び工学環境

（５）立入禁止区域外の除染廃棄物貯蔵サイト
（����）及び機器取扱いサイト（���）

　立入禁止区域内の放射性廃棄物総量（石棺除く）
は２０１０年に２８０万�３、その内１９４万�３が����及び
�����にあり、その放射能総量は７．２４�＋１５��
となっている。ちなみに、立入禁止区域内の自然
の場所での土壌表面やプランクトンや植物堆積物の
放射性物質の総量約８．５�＋１５��と同等である。
　４号炉の石棺の新ドーム設置作業においても、
����で処分される多量の固体廃棄物が発生し
ている。新ドーム建設完了後には解体作業で発生
する���（燃料含有物質）、高レベル廃棄物及び
長寿命廃棄物が撤去されるが、課題も多く、撤去、
仕分け、処理、廃棄体化、貯蔵施設への輸送の技
術開発が必要となっている。
　廃棄物処分場（����）は、事故の時に急遽建
設されたもので１９８７年から����������処分場が運
転されているが、退役した���������処分場と
�������	
��

������Ⅲ処分場は現在監視下に置

かれている。����������処分場は廃棄物表面の線
量率で１０�����、最大５０����の固体廃棄物を受
入れ６９万�３の容量の内６０万�３の１�＋１５��の廃
棄物が処分された。
　廃棄物一時保管場（�����）は立入禁止区域
内に事故直後に９箇所に作られた。しかし、高放
射線量下で急遽建設されたため、図面も無く、収
納状況も不明である。１０��２の土地に１０００のトレ
ンチがある。ただ、工学バリアーがないため核種
の移行により地下水の汚染が見られる。
　発電所の工業区域には、５０万�３の土壌、金属、
コンクリート、機器、雑多な材料の中低レベルの
放射性廃棄物が存在する。２０１０年現在、固体廃棄
物２５００�３（１�＋１４��）、液 体 廃 棄 物１９０００�３

（３，８５�＋１４��）が保管されている。
　ウクライナでは、現在、立入禁止区域内に新規
の廃棄物処理貯蔵施設を建設している。貯蔵して
いる廃棄物を撤去し、多重工学的バリアーの施設に
貯蔵することが目的で、廃棄物の処分及び処理の２
機能を持つ������施設が����������処分場の近く、
発電所から２０��の立入禁止区域に建設された。
　������施設は、放射性固体廃棄物の収集、運
搬、処理、貯蔵及び処分を行なう複合施設である。
立入禁止区域内では、発電所内に蓄積した放射性
廃棄物管理施設も建設中である。液体廃棄物処理
施 設（����）、固 体 廃 棄 物 管 理 複 合 施 設
（������）は、発電所貯蔵施設から廃棄物を撤去
する施設（���１）、固体廃棄物処理プラント（���２）
及び������複合施設サイトにある中低レベル固体廃
棄物の浅地中埋設施設（���３）から構成される。
　Photo 2に������施設、Photo 3に������施
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設、またPhoto 4に使用済燃料中間貯蔵施設（���
－２）及びPhoto 5に���－２の燃料貯蔵庫の外観
を示す。
　なお、これら施設の設置場所の土壌の汚染は

１９９６年時点で��－１３７で約１�＋７����２、��－９０
で約５�＋６����２、��同位体で１�＋５����２

及び��－２４１で５�＋４����２であった。
　また、２０１１年のウクライナ政府報告書では、こ
れらの廃棄物の影響から現在及び将来世代を防護
するためには地層処分だけが信頼できると処分概
念であると公式に述べている１２）。

４．放射性廃棄物の国際的分類と処分概念
 
４．１　IAEA（国際原子力機関）
　Figure 1に����の放射性廃棄物の放射能濃度
及び核種半減期で区分した分類を示す。���（高
レベル放射性廃棄物）は崩壊熱による発熱が顕著
である高い放射能濃度レベル又は廃棄物処分施設
の設計において考慮が必要な多量の長寿命核種を
有する廃棄物とされ、それらは深く安定した地盤
に、通常は地下数百ｍかそれ地下に処分すること
とされる。
　使用済燃料を溶解した高濃度の��やアクチノ
イドを含む硝酸溶液がこれに当たる。高放射能濃
度では、廃棄物は有意な発熱をもたらすが、高レ
ベルとされるのは概ね２����３以上とされる。
再処理施設で発生する���の固化体は長期間の
十分な封じ込めと隔離ができる地層処分施設で行
う。使用済燃料を廃棄物と宣告する国では、地層
処分施設に定置するのが通常である。ただ、施設
が利用できるまではサイト内又は原子炉から離れ
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Fig.1  Illustrative example of the application of the waste-
classification scheme
(IAEA No. GSG-1 classification of radiactive waste)

Photo 3  Industrial complex for solid RAW management
 　　    （ICSRWM）

Photo 5  Vault modules of ISF-2

Photo 4  Interim spent fuel storage facility (ISF-2)



た貯蔵施設に長期貯蔵する。一方、中レベルと低
レベルの区分は基本的に遠隔作業の有無であり、
一般的には２�����を境とする１３）。

４．２　イギリス
　イギリスの���は我が国と同様に使用済燃料
の再処理から発生する高レベル再処理廃液及び
「未処理の使用済燃料・プルトニウム」で、処分方
法はガラス固化体の深地層処分としている。かな
りの発熱を伴うため貯蔵・処分施設設計時には、
これらを考慮する必要があるものとされる。発熱
を考慮する必要がないものは���（中レベル放射
性廃棄物）でありα核種が４�＋１２������、β・
γ核種では１．２�＋１３������を超えるもの、とさ
れる。���は鋼製容器に収納し、セメント固化さ
れ処分は深地層処分する。���及び���に相当
する処分施設はまだ具体化されていない。なお、
���（低レベル放射性廃棄物）はセメント固化し、
処分方法としては、浅地中処分である。浅地中処
分場であるドリッグ処分場ではα核種を含まない
低レベル・短寿命の廃棄物が処分されている９）。

４．３　ドイツ１４）

　ドイツの放射性廃棄物は「発熱性放射性廃棄物」
及び「非発熱性放射性廃棄物」に分類されるが共
に深地層処分される。両者の区分は廃棄物の発熱
よって来たす処分空洞壁面の温度上昇が平均３°
�以上か未満かである。発熱性放射性廃棄物は鋼
製キャスク又はコンテナに収納したガラス固化
体、固形物収納体及び使用済燃料であり地層処分
される。非発熱性放射性廃棄物はドラム缶収納し
セメント固化、コンクリート固化、プラスチック
固化後地層処分場に定置する。廃棄物形態、収納
容器ごとに核種毎の放射能限度が決められている。
　発熱性放射性廃棄物はコアーレーベン、又非発
熱性のものはコンラッドの各保地層処分場が計画
されている。

４．４　アメリカ９）

　アメリカでは放射能レベルの高い順に以下の分
類と特徴で処分される；
（１）使用済燃料：地層処分
（２）高レベル放射性廃棄物（軍事用）：地層処分

（３）���廃棄物（軍事用）（�＝９２以上の半減期
２０年以上のα放出放射性核種を４�＋１０������
以上含む廃棄物）
１）遠隔ハンドリング「���（��－���）」（表
面線量率が２�����以上）：地層処分、���
の����処分場が操業中　

２）直接ハンドリング「���（��－���）」（表
面線量率が２�����以下）：地層処分、���
の����処分場が操業中

（４）商業用低レベル放射性廃棄物
１）クラス�を超える����（クラス�を超え
るもの）：地層処分、中深度ボーリング孔処分、
強化型浅地中処分、地下５�のボールト処分

２）クラス�（長寿命核種濃度が１０���６１．５５の
表１の０．１～１倍、短寿命核種が表２の第２
列以上で第３列以下の濃度）：浅地中処分

３）クラス�：浅地中処分
４）クラス�以下省略する。

４．５　フランス１５）

　高レベル放射性廃棄物は使用済燃料の再処理施
設で発生し、カテゴリー�として区分される。長
寿命放射性核種を相当量含み、��や超ウラン元
素を含む高レベル再処理廃液、「未処理の使用済
燃料、プルトニウム」である。ガラス固化体とし
て深地層処分する。中レベル放射性廃棄物はカテ
ゴリー�で、主にα核種を含むもの、使用済燃料
の再処理及び���燃料加工施設を発生源とする。
形態的には固体及び液体の、再処理とプルトニウ
ム精製の過程で生じた廃棄物でステンレス容器に
収納し、セメント固化、アスファルト固化し深地
層処分する。低レベル放射性廃棄物はカテゴリー
�で、主としてβ・γ核種で、原子炉、ウラン加
工施設、原子力施設、工業、研究施設を発生源と
する。ドラム缶のセメント固化後、浅地層処分
（余裕深度処分併用）する。現在�����のオ―ブ
処分場が操業されている。

５．考察

５．１　事故に伴う廃棄物管理の基本的な考え方
　以上の調査・検討から福島第一原子力発電所の
事故後処理及び廃止措置では、放射性廃棄物の管

― ４８ ―

デコミッショニング技報　第４６号（２０１２年９月）



理は以下の基本的な原則に基づきスタートするの
が妥当と考えられる。
（１）全ての廃棄物の物流は福島第一原子力発電
所内でクローズさせる。廃棄物量の膨大さ、放
射能レベルの高さ及び多種多様な形態に対応す
るサイト外への搬出は正統化できない。

（２）全ての放射性廃棄物区分に相当する埋設処
分施設の負担軽減を第一優先とする。即ち、既
に発生したコンクリート瓦礫等を含め、除染可
能な廃棄物（コンクリート及び鋼材）は除染、
減容処理した後、少なくとも原子力施設サイト
内での再利用に供する。

（３）液体廃棄物は出さない。液体は放出レベル
以下に放射能濃度を低下させ、濃縮廃液はガラ
ス状固化し、放射性固体廃棄物として処分する。

（４）汚染水の撤去後はタービン建屋を低レベル
廃棄物の前処理、処理、一時保管施設として整
備・再利用することが有益と考えられる。遠隔
処理ライン及びそのバックアップ工場を具備
し、仕分け、裁断、除染、減容、梱包、廃液処
理等の技術及び二次廃棄物の適切な処理・管理
の機能を具備する。新規投入機器のモックアッ
プでも整備されたタービン建屋は重要となる。

（５）次項で検討する適切に分類された放射性廃
棄物の恒久的な埋設処分施設をサイト内を対象
に調査、立地する。処分概念の新たな構築によ
り効率的なサイト内の��－����処分の可能性を
検討する。

５．２　放射性廃棄物の分類と管理方策
（１）���及び���内の核燃料（形態を留めたも
のを除く）、核燃料含有物質及びその影響が大
きい固体は、核燃料物質ではなく「高レベル放
射性廃棄物」として定義する。この対象物に対
する、臨界、遮へい、発熱等の安全基準を設定
し、最終処分までは発電所サイト内で中間貯蔵
する。液体廃棄物は固化する。サイト内クロー
ズの考え方から、処分は東京電力敷地内が望まし
い。なお、使用済燃料貯蔵プール内の燃料は破
損燃料も従来の使用済燃料として中間貯蔵する。

（２）放射能レベルは高いが臨界や発熱を考慮す
る必要のない核燃料や核燃料含有物質、���を
含む廃棄物は「中レベル廃棄物」（仮称）として

分類し、遮へい容器に収納後、地層処分する。
既存の比較的放射能濃度の高い廃棄物（余裕深
度処分相当）については、福島第一原子力発電
所では「中レベル」との相異が明確でなくなる
が、吸着塔、樹脂、固化されたスラッジ等が含
まれる。「低レベル廃棄物（１）」は従来の放射
能濃度の低い廃棄物とし、瓦礫や表面汚染濃度
の高い構造部材等の廃棄物等に対して浅地中
ピット処分する。「低レベル廃棄物（２）」は従
来の放射能濃度の極めて低い廃棄物とし、「低レ
ベル廃棄物（１）」の放射能レベル以下でクリアラ
ンスできないもの（例、除染後の廃棄物）とする。

（３）徹底除染と減容により処分負担の抜本的低
減を図ることが必須である。どの分類でも極小
化を図る必要があるが、マニュアル操作で可能
（２�����）な前処理が不可欠となる。吸着塔、
樹脂等の放射性核種が濃縮されたものは遠隔で
減容後廃棄体化する。

（４）鋼材及びコンクリートは基本的に溶融等に
より廃棄体処分用容器、遮へい材等、護岸工事
等に再利用する。

（５）タービン建屋は汚染水の除去・除染後速やか
に廃棄物処理施設として整備する。

５．３　溶融燃料、燃料デブリ等の安全性
　核燃料含有物質の回収における課題は、燃料及
び溶融燃料と炉内の材料やコンクリートとの反応
物がリロケーションを起し再臨界発生や発熱が危
惧されることである。その防止策（注水及び中性
子吸収材及びそれらの効果）を的確に講じるととも
に、回収作業中は中性子等の計側を行なう。発熱
時の損壊設備への影響も調査する。一方、回収にお
ける取扱い単位として水質系では１４０��以下（���
燃料では更に少量等、��の核的特徴を考慮）、乾燥
系では１集合体分程度を取扱う場合は中性子倍増
率も発熱も取扱い上の問題は無いと思われる。原
子炉建屋内での放射性物質を含む廃棄物の回収体
積は当初はこの程度で考えるのは妥当である。
　回収容器はキャスク収納性を考慮し（���－２で
使用された円筒状容器を考慮する）、モジュール化さ
れた水中自走式のものが適当である。回収後は乾
燥、不活性雰囲気を充填し溶接で密閉する。核燃料
インベントリ評価を行なう。（本号前論文（�．２７）参照）
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５．４　放射性廃棄物の安全管理の基盤技術
　上記の分類及び処理・処分方策では、放射性廃
棄物はタービン建屋（���）を中心としてサイト
内で適切な前処理、除染、処理・調製、梱包、安
全確認、一時保管等の管理を行う。
　高線量ではあるが表面汚染が主である廃棄物に
対しては、遠隔技術を用いた適切な設備によって
除染は可能である。処理技術とともに膨大な物量
のサイトとタービン建屋で円滑なフローが必要で
ある。２００万トンの雑多な高、中、低の放射能レベ
ルの瓦礫と鋼材及びその他の廃棄物を着実に管理
できる技術基盤整備がサイト内に不可欠となる。
具体的には、コンクリート、鉄骨等鋼材、塔槽類、
配管等の処理、再利用、二次廃棄物等の円滑処理
を通し、サイト内の中間貯蔵施設、最終的にはサ
イト内の最終処分施設での埋設至る合理的な廃棄
物管理システム概念を構築することが重要である。

６．まとめ

　東京電力福島第一原子力発電所の事故収束、事
故後管理及び廃止措置において発生する多種雑多
な放射性廃棄物のあるべき管理方策について調
査・検討を行った。その結果、国内外の規制・基
準及び事故炉の処理処分経験から、作業者や周辺
環境への影響を拡大させず、また廃棄物輸送・処
理・処分に係る最大の効率性を考慮した時、その
方策はサイト内で発生廃棄物をクローズさせるこ
と、処理（前処理、除染等）により処分場負担の
軽減を図り、処分概念の異なる基本的には深地層
への埋設処分により人間社会から放射性廃棄物を
完全に隔離することである。
　事故収束後に進められる廃止措置においては、
サイトには現時点で世界最大量の放射性廃棄物が
存在しその場所での埋込処分が不可避である現状
に鑑み、最終処分場としての姿を、全電気事業者、
関係地方自治体、国及び関係者（原子力に批判的
な人も含む）が止むを得ない次善の策としての「最
善策」を決めていくことが望まれる。

参考文献
１）原子力災害対策本部　政府・東京電力　中長
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　１９８６年のチェリノブイリ事故によりベラルーシ、
ロシア、ウクライナ及びいくつかのヨーロッパ諸
国の耕作地に相当量の放射性汚染が生じた１）～４）。
チェルノブイリ事故による地表面の放射性汚染の
プロセスは３段階を経て起こった：事故による放射
性物質の放出、拡散と降下である。事故により生じ
たものは、原子炉の破片、微粒子及び気体である。
　フォールアウトの最大量は原子炉に近いウクラ
イナ、ベラルーシ及びロシアで生じた；��－１３７の
汚染が１�����２を超える主要な地域は�������、
�����－�������－�������と������－����－����の
３か所であった。�������地域は原子炉から約
１００��圏内で、西部及び北西部が主体である。
�����－�������－�������の汚染地域は原子炉か
ら北北東２００��地点を中心とするベラルーシの
�����及び�������地区とロシアの�������地区

との境界である。������－����－����地区はロシ
ア国内で原子炉から北東に約５００��の地域である。
　汚染の主体は初期段階のフォールアウトで起
こった。引き続き１９８６年４月２８－２９日の降雨で発
生した。降雨は大気中の放射性物質を除去する
もっとも効果的な手段である。大部分の微粒子
（直径数十μ�）は雨で沈下する。１９８６年の春はあ
まり降雨がなかった。降雨のあった地域ではかな
りの量の放射性物質の沈着があった。事故地点か
らの距離と方角により、汚染は異なる核種に起因
している。これは事故の進展と気象学的なダイナ
ミクスによるものである。汚染は不均一で、その
強度は大きく変動する。また、汚染強度はチェル
ノブイリからの距離との相関は認められない。汚
染の主要核種は��－１３７（半減期：３０．１７年）であ
る。放射性セシウムによる欧州の汚染に関する全
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に掲載されたマスカルチャク氏（ベラルーシ科学アカデミー）の論文を���誌の
同意を得て藤井正昭氏（������パートナーズ・ネットワーク会員）が日本語に翻訳し、掲載するものである。

　福島事故は放射性セシウム及びストロンチウムによる土壌汚染の回復に関する最良の方法について疑問
を呈した。この論文では１９８６年のチェルノブイリ事故以来ベラルーシで実施された土壌除染に関する多く
の歴史的方法並びに将来の方法について論じる。
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チェルノブイリ原子力発電所事故後のベラルーシの汚染状況変化
及び高濃度汚染された土壌の回復技術開発

Soil contamination in Belarus, 25 years later

L. N. MASKALCHUK

(Translated by M. FUJII)

マスカルチャク



情報は文献１）に記載されている。
　ロシア、ベラルーシ及びウクライナにおける
１９８６年のチェルノブイリ事故による汚染の程度を
Table 1に示す１）～３）。��－１３７による欧州の放射性
汚染の分析結果によれば、チェルノブイリの
フォールアウトのおおよそ３５％はベラルーシ地域
に沈着している２），４）。
　事故以前のベラルーシ地域の��－１３７汚染は
１．５�����２から３．７�����２であった。チェルノブ
イリ事故後土壌中の��－１３７濃度は１３６，５００��２（ベ
ラルーシ国土の６６％）について１０�����２を超え
た。現行の規制による汚染地域の定義に関する基
準の一つは３７�����２（１μ����２）を超える放射能
である。ベラルーシ国土の２３％はこの基準による
汚染地域である。一方、ウクライナは７％、ロシ
アの欧州地区は１．５％である（Table 1）。ベラルー
シの汚染エリアには３，６００以上の入植地があり、
２７の市町村と１９８６年時点で二百二十万の人口が含
まれている。これはベラルーシ総人口のほぼ１�
５に相当する。�����（１，５２８入植地）、�������
（８６６）、及び�����（１６７）の３地区はもっとも汚
染レベルが高くなった。��－１３７による土壌汚染
のピーク値は６０，０００�����２に達した。この値が
観測された場所はチェルノブイリからもっとも近
いところ（�����地域の������地区）ともっとも
遠いところ（�������地域の�������地区）である。
お よ そ２６５，０００��の 土 地 で��－１３７汚 染 が
１，４８０�����２（４０������２）を超え、また��－９０の汚
染が１１１�����２（３�����２）を超えたことで農地利
用から除外された２）～４）。
　２００４年１月には��－１３７で３７�����２のレベルを
超えるベラルーシの汚染地域は放射能の自然減衰
により４１，０００��２にまで縮小した（Fig.2）。 　��－１３７汚染について２０１６年と２０４６年時点の予

想分布図がベラルーシのチェルノブイリ事故影響
除去に関する政府部門（��������	
�	��
	��
��
�������	
��
	
��
���������）により作成された４）。
２０１６年（Fig.3）までに��－１３７で３７�����２を超え
るベラルーシの汚染エリアは当初の面積の６６％
に、２０４６年には４２％にまで縮小することになる
（Fig.4）。

農業における対応策
　土壌の物理化学的特性が土壌中の放射性同位元
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合計５５５－１４８０
kBq/m２

１８５－５５５
kBq/m２

３７－１８５
kBq/m２国

５７，６００２，１００５，７００４９，８００ロシア

４４，３００４，２００１０，２００２９，９００ベラルーシ

４１，３００９００３，２００３７，２００ウクライナ

１４３，２００７，２００１９，１００１１６，９００合計

Fig. 1  The radioactive contamination of the territory of Be-
larus with caesium-137 (1986). Scale in Ci/km2 
(top) and kBq/m2 (bottom) 

Table1  Scale of Cs-137 soil contamination in the Russian 
Federation, Belarus and Ukraine, in km2 

Fig. 2  The radioactive contamination of the territory of Be-
larus with caesium-137 (2001). Scale in Ci/km2 
(top) and kBq/m2 (bottom)



素の影響、同位元素の移行や作物への摂取を決定
する。ベラルーシとその他の国における放射性汚
染区域での長期の研究結果によれば、次のような
特性を選び出すことができる：
有機物の保持状態、土壌の粒度分布、酸性度、
カ リ ウ ム の 有 効 性 及 び ア ル モ ケ イ 酸 塩
（���������	�
��）、酸化アルミニウム、鉄の存在で
ある。
　土壌中のセシウムの有効性に関して主要な役割
を果たしているのは粘土鉱物，特に雲母粘土
鉱物（��������	�
��	����
�
�）である、この物質

は温帯地域においてはイライトが最も一般的であ
る５），６）。これらの粘土は選択性の高い収着サイト
を保持している、これらは粘土粒子のくさび状の
外縁部に存在する。収着の選択性は水和イオンの
半径と水和エネルギーに反比例し、��＋＞��＋
＞��４＋＞�＋の順に減少する。十分な数のカ
リウムイオンが吸収されている場合は、内表面に
おけるマイナス電荷が中和されて反発力が減少
し、カリウムや��－１３７を固定している隣接層の
崩壊が起こる。
　土壌中��－９０（半減期２８．１８年）の移動は主に方
解石（����３）やドロマイト（����（��３）２）
の様なカルシウムやマグネシウムを含む鉱物中の
カルシウムあるいはマグネシウムの同形置換
（���������	
����
�
�
���）による。
　ベラルーシの放射性汚染土壌における農薬や農
作上の対策の実行により収穫物の��－１３７及び��
－９０の量は減少した。その結果経済的損害は
数分の一に減少し、住民の被ばく量も低減してい
る２），４）。
　チェルノブイリ事故後の初期段階にベラルーシ
において種々の対策が農作物の放射性汚染を減ら
すために実施された。ベラルーシの放射性汚染土
壌の防護対策は２段階で実施されている：第１
は１９８６－１９９１年、第２は１９９２年から現在にいた
る２），３）。
　第１段階では、含まれる放射性核種が許容量内
の農作物を生産できない土地は農業利用から除外
した。生産可能な地域では放射性核種を大量に蓄
積する傾向のある作物を作付け計画から除外し
た。さらに、酸性土壌への石灰の投入及びカリウ
ムやリン肥料及び有機肥料の施肥量の増加をすべ
ての耕作地域について実施した。気候や土壌の条
件によるが、これらの対策により農産物の汚染は
数分の一に減少する。��－１３７や��－９０の影響を減
らし、農作物の生産性を上げることで、いわゆる
希釈効果という肯定的な結果も得られる。
　第２段階では、汚染地域での経済活動の最適化
を指向する対策が実施された、農作物の限定及び
汚染レベル、地域特有の土壌特性に応じた異なる
農薬の使用である。放射性汚染土壌の回復につい
て現状の方法の特性と有効性に関して、ロシア、
ベラルーシ及びウクライナでのポドゾル性土壌
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Fig.3  Prediction of radioactive contamination of the terri-
tory of Belarus with caesium-137 (2016). Scale as 
Fig.2

Fig.4  Prediction of radioactive contamination of the terri-
tory of Belarus with caesium-137(2046). Scale as 
Fig.2



（�����－��������	
���
）に適用した結果をTable 2
に示す２）～４），７）～１１）。
　このようにベラルーシで実施された防護対策は
農作物の放射性セシウム汚染を平均して１�２か
ら１�１０に低減した。食材中の放射性ストロンチ
ウム濃度は１�２に減少した。しかし、��－９０の
影響は強く、増加傾向にある２）～４）。

注目すべき課題
　放射線に係るの相当な改善と汚染地帯の回復活
動の成功にも関わらず、ベラルーシにおける居住者
の安全と汚染土壌での生態学的に健全な農作物の
生産に関する課題は解決に至っていない２）～４），１２）。
　現在、主要な課題はベラルーシの農村地帯及び
痩せた、湿地、砂地、泥炭土壌の多い農場や小作
地に集中している。これらの土壌は��－１３７や��－
９０の作物への高い移行係数が特徴である。これら
の地域では、家庭菜園で育てた野菜や果物の摂取
及び汚染した森から採取したベリーやキノコ類を
食すことで放射性核種が体内に蓄積する。
　これらの線源が２０１０年におけるベラルーシ人口
の内部被ばくの７０％を構成している、一方１９８６年
では９０％であった２）～４）。ウクライナにおける２００６
年の内部被ばく割合は地域によるが全線量の７０－
９５％である。
　これまでに示した放射性同位元素の低減対策は

十分効率的ではなかった。対策のいくつかは環境
面から安全ではない。無機肥料の増量施肥は多く
のケースで土壌の地力を低減し地下水の汚染を引
き起こす原因となっている。
　ベラルーシの個人レベルでの問題は農作物の品
質である。多くの場合これらの作物は放射性核種
濃度が許容値を下回っていても市場において競争
力がない１２）。ベラルーシ、ロシア、ウクライナの
農地の汚染レベルを考えると、開発技術とその適
用の経済的側面を優先させるべきである。大規模
な防護対策はその適用時の経済効率により定めら
れる。例えば牛糞の利用はベラルーシの農地にお
ける放射性核種の汚染を低減するのに効果的な施
策である。しかし、いくつかの技術的な困難のた
めに実施できない。第一に、大量の牛糞がない。
第二に、汚染されていない牛糞が必要で、汚染さ
れていない地域から牛糞を運ばなければならな
い。しかし、ベラルーシでは牛糞をリサイクルし
た有機肥料の工業生産は行われておらず、未処理
の状態での運搬、利用はコストがかかり、技術的
に困難である。
　チェルノブイリ事故の影響を克服するための多
くの研究の結果は、土壌中の��－１３７及び��－９０を
土壌吸収複合体（����－��������	
���
���）中に固
定することによりこれらの移動度を下げることが
十分に効果的で、環境面からも安全であり、放射性
核種の生態系や食物連鎖における移行を抑制する
もっとも大きな可能性を持つことを示している１０）。
　我々はベラルーシの放射性汚染土壌の修復
には��－１３７や��－９０の吸着媒体として自然物（腐
泥）１４）～１７）及び産業廃棄物（加水分解したリグニン
（��������	�
���
�
）、粘土塩スライム（����－�����
������）、リン酸石膏（������������	）等）１７）～２４）

を使用することを提案する。これらの物質は適正
な価格であり、技術的に容易に適用でき、処置は
効果的である。
　ベラルーシには１０，０００以上の湖があり、２６億ト
ンを超える腐泥が存在する。原料物質として腐泥
の有利な点は有機物含有量の多いこと、腐植酸も
多く、陽イオン交換容量が大きいこと、栄養素（窒
素、リン、カリウム）を多く含むこと、さらに適
切な酸性度（������）＝４．５－６．５であることである。
　加水分解したリグニンは化学工業において副産
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Table 2  Traditional decontamination methods in Russia, 
Belarus and Ukraine, and their effectiveness

説　明減衰係数使用物質

作物へのCs－１３７移行減少
（土壌のタイプとKClの施
肥量に依存）

２－２０
カリウム肥料
（KCl主体）

作物へのSr－９０移行減少
作物へのCs－１３７取込み減
少

２－４
１．５－３

石灰
（石灰、ドロマイト粉末、
石灰岩、板状珪藻土）

作物へのCs－１３７移行減少
（ポドゾル性砂地土壌で最
も効果的）
作物へのSr－９０移行減少
（石灰と有機肥料を同時に
使ったときに最も有効）

１．５－３

２－４
有機肥料
（家畜の糞、泥炭）

作物へのCs－１３７移行減少
（主にポドゾル性砂地土壌、
土壌のタイプと投入量に依
存）

６
腐泥
（淡水湖の湖底堆積物）＊

＊：ロシアでは実施していない。



物として大量に産出する。有機物（９０－９５％）を含
む木材処理の産物である。
　粘土塩スライムはカリウム産業からの廃棄物
で、�������	��
　�����社の工場でシルビナイト
鉱石の処理の結果として算出する。その成
分は２０－３０％の可溶性物質（���，����）と
不溶性の残さ（石英、長石、及び加水白雲母
（�������	
���
�））である１７），１８），２０）～２４）。

結果と検討
　種々のタイプの腐泥と産業廃棄物について物理
化学的及び収着に関する特性が����プロジェク
ト＃３１８９（実施期間－２００６－２００９，実施機関－���
����‘�������’（ロシア）、����������（ロシア）
及び��������	�‘�����’����（ベラルーシ））に
より研究された２３）。
　最適な組成を開発するために種々の割合を組合
せ１０種類の有機無機土壌改良材（����）のサン
プルを作成した（Table 3）。最初に採用した成分
は�����地区の���������湖から採取したシリカ
腐泥（��）、��������工場からの加水分解したリグ
ニン（��）及び�������	��
工場からの粘土塩ス

ライム（���）である１７）～２３）。���試料の��－９０及
び��－１３７の選択収着に関するパラメータをTa-
ble 3及びTable 4に示す。
　Table 4は���に含まれる���の割合が��－
１３７を収着し、固定する能力を決定していること
を示している。最も多く���を含む���は一番
高い���（�）��値を示し、���の最も少ない���
は一番低い値を示している。しかし、比較評価の
結果は質量で１０％以上の���を使用することは
��－１３７と��－９０を同時に除去する最適な収着特性
を持つ���を得るには適切ではないことを示し
ている。���の割合を大きくすると��－９０収着特
性が減退するからである。���の割合を大きく
することのもう一つマイナス要因は水溶性の塩化
ナトリウムが相当量含まれることである。これは
作物の生育に好ましくない状態を引き起こす [4]。
　選択収着メカニズムに加えて、これらの���
では放射性核種固定のもうひとつのメカニズムが
観察された。シリカ腐泥と（中性化した）加水分
解リグニンは十分に発達したマイクロー、メソー
及びマクローストラクチャを持っている。腐泥に
おいては、有機物と無機物の比率により決定され
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Sr－９０の選択収着パラメータOMA混合比（質量％）

試料 αex/CEC＊１０－４

kg/mg－eq
αex

％
Kd（９０Sr）
l/kg

CEC
mg－eq/kg

CSSHLSS

５．４３８．９７６．３７１８１０２０７０OMA１－１

５．２３４．３４９．９６６４２０２０６０OMA１－３

５．６３８．２６４．１６８５１０１０８０OMA１－４

５．３３５．１５０．２６６０２０２０６０OMA２－３

Cs－１３７選択収着パラメータOMA混合比（質量％）

試料 αex/RIP（K）ex＊１０－４

kg/mg－eq
αex

％
RIP（K）ex
mg－eq/kg

CSSHLSS

６．４３２．０５０２１０２０７０OMA１－１

３．５２３．０６５６２０２０６０OMA１－３

６．４２６．０４０８１０１０８０OMA１－４

６．６２４．１３６４２０２０６０OMA２－３

注：OMA１pH５．８－６．４；OMA２pH６．３－６．７。CECは陽イオン交換容量；Kdは分配係数（土壌中濃度
の土壌水溶液中濃度に対する比）；αexはOMAによって収着された交換可能な放射性核種の量、固
定化能力を示す。αex/CECは作物へのSr－９０の取込み易さの指標

Table 3  Parameters of selective sorption of Sr-90 by OMA

Table 4  Parameters of selective sorption of Cs-137 by OMA

注：OMA１pH５．８－６．４；OMA２pH６．３－６．７。RIPは放射性セシウムを選択吸着する容量（radiocaesium 
interception potential）の尺度、末端破壊部の容量（frayed edge site capacity）とCsのKに対する
選択係数の積で定義。αexはOMAによって収着された交換可能な放射性核種の量、固定能力を示
す。αex/RIP（K）exはCs－１３７の作物への取込み易さの指標



る；加水分解したリグニンでは有機物の形態
（���������	）によって決まる。陽イオンの直径
が���のストラクチャ中のポアやチャンネルの
断面積に近いため吸着した陽イオン（��－１３７と��
－９０）を持つ化学結合が増加する。
　種々の組成の腐泥、加水分解リグニン、粘土塩
スライムから��－９０についてはα������、��－
１３７についてはα������（�）に基づき有望な���
を選定した。Table 3、Table 4は、土壌水溶液か
ら��－１３７及び��－９０を同時に収着、固定する試料
としては���１－１と���１－３が最良であるこ
とを示している。

土壌回復の新しいアプローチ
　ベラルーシでは、個人、企業及び公的レベルに
おいて環境的に安全な農作物を生産するための組
織、農薬及び農業技術の開発を続けている。
　ベラルーシにとって２０１１年－２０１５年及び２０２０年
までの期間で最も緊急な事業は以下の項目で
ある４），１２）：
・国内及び国際的な放射線基準に基づいた汚染土
壌における農業生産の支援
・将来の経済活動のために、放射線安全の観点か
ら使用を制限されている土地の最終的な回復作
業の支援
　しかし、大規模な汚染はチェルノブイリ事故の
影響を最小化するだけでなく影響を受けた地域の
回復と持続的な社会経済的開発を確かなものする
ためのさらなる活動が必要である１２），２５）。
　����プロジェクト＃３１８９の枠組みの中で���
の組成に関する技術仕様のドラフトが作成され
た。技術的な実行計画により、���の試用ロッ
トの生産とフィールドテストのための新しいプロ
ジェクトが準備された２３）。
　有機・無機混合物に関する現在の手法や生産技
術について、プロジェクトの分析結果は腐泥、産
業廃棄物をマイクロセルの添加剤及びピート、褐
炭あるいはそのどちらかを機械的に混合すること
で粉末あるいは顆粒状の肥料の生産が可能である
ことを示している。生産は次の工程による：有機
と無機あるいはどちらか一方の原料物質の準備
（精製、分画）、容器への１バッチ分のとりわけ、１
パック分のとりわけと成分の強制混合、及び梱包。

　天然の原料物質（ピート、シリカ腐泥）に基
づく種々の構造の有機無機混合物がベラルー
シの�������	�
－��������	
��
���������������	�
�������社によって工業ベースで��　��　
８００００９９６６．００１－２００３に沿って生産された。これは
����の生産にも適用できる。
　��－１３７及び��－９０に汚染された農耕地土壌への
土地改良材の投入は、一例を除いて従来の有機肥
料及び無機肥料と同様の方法で実施した。これに
は土壌の十分な混合が必要である。汚染土壌への
���の投入量は土壌のタイプと物理化学的特性
及び���自身の物理化学的特性に依存する。一
例として、ベラルーシのポドゾル性土壌の砂地
（�����－��������	
���
	
���）、密度１，３００����３の場
合、���の投入量は５０－１００����である。
　現在、ベラルーシにおける放射能汚染土壌の回
復のための���の投入に関する知見に三つの基
礎的な欠陥がある：
・土壌や土地の物理化学的特性と投入量との定量
的な関係

・個々の汚染土壌の物理化学的特性に基づく
���の仕様に関する研究開発

・���生産のための工業技術の欠如

次のステップ
　��や国連を含む国際機関がチェリノブイリ汚
染地域の経済活動の回復のために長期間活動して
きた１０）～１２）。事故により汚染されたベラルーシ、ロ
シア、ウクライナの農村地帯の再生の重要性は
チェルノブイリ事故の影響の軽減と最小化に関す
る直近（２０１０年）の国連決議で強調されている２５）。
　さらに近年、��の専門家がウクライナのチェ
ルノブイリ制限地域の社会的経済的開発の戦略を
準備している。その開発戦略の期待される指針の
一つは放射能汚染土壌におけるアブラナの栽培で
ある２６），２７）。
　最近、ソスニーのパワー・ニュークリア合同研
究 所（�������	��
	��������
����������	����������
��������－�����）、ベラルーシ国立科学アカデ
ミー（ミンスク）（��������	
���
��	��	���
��
	
�������	
�（�����））により一つのプロジェクト
（＃�－１９０５，����，������）が提案された。効
果的で低価格の放射性核種収着媒として粘土塩ス
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ライムを使用することの理論ベースの構築と��－
１３７固定の母材を生産するため粘土塩スライムか
らアルミノケイ酸塩を抽出する技術を開発するも
のである。
　提案されたプロジェクトは����運営委員会に
より承認されたが予算措置がされていない。現
在、我々はプロジェクトの実行を支援してくれる
パートナー及び放射能汚染された土壌の���に
よる回復をテーマに我々との共同研究に関心を持
つ海外の研究者を求めている。
　このプロジェクトの実行は特別な意義がある。
一連の土壌添加材を実際に汚染土壌に適用した時
の除染データがパイロットレベルで得られるから
である。また、地域の自然物や産業廃棄物を原料
としたベラルーシの生産基盤を構築することもで
きる。
　開発された手法は、福島事故で汚染された土壌
の回復や放射線事故の影響を最小化するために日
本やその他の国での活用も展開できるであろう。
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Radioactive Waste Management and Nuclear Facility De com mis sion ing 
Technology Center （RANDEC） has contributed to the establishment of 
decommissioning technology, and pro mot ed the investigation on radwaste 
treatment and disposal business in clud ing site selection of disposal places 
for radwaste from nuclear fuel facilities, research reactors etc..

The capability and service of RANDEC are ;

to implement decommissioning research, development 
and investigation.

to provide technical information on de com mis sion ing.

to train for decommissioning.

to investigate radwaste treatment and disposal busi ness 
in clud ing site selection of disposal place for radwaste 
from nuclear fuel facilities, research reactors etc..

to inform and enlighten the public about de com mis sion-
 ing and radwaste treatment and disposal busi ness.

������は�原子力施設のデコミッショニング
�廃止措置�技術の確立をめざした活動及び研究施設等
廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に関する調査
等を行っています�

事業の内容

デコミッショニングに関する試験研究�調査を行います�

デコミッショニングに関する技術�情報を提供します�

デコミッショニングに関する人材を養成します�

研究施設等廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に
関する調査等を行います�

デコミッショニング及び研究施設等廃棄物の処分地の
立地等処理処分事業に関する普及啓発活動をします�
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巻 頭 言：廃止措置に向け、技術力を結集しよう
技術報告：物流システムの処理施設におけるウラン廃棄物

の除染について
                 福島原発事故におけるロボット等による緊急対

応の概要と今後の課題
技術概説：福島第一原子力発電所事故炉の廃止措置準備に

向けて
                 （1）廃止措置シナリオ試案と提言
                 （2）事故から発生する放射性廃棄物管理の方策
論文紹介：チェルノブイリ原子力発電所事故後のベラルー

シの汚染状況変化及び高濃度汚染された土壌の
回復技術開発　


